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【はじめに、目的】
自閉スペクトラム症 (Autism Spectrum Disorder: ASD)児は、物
や人との衝突が多い傾向にある。我々はこれまで「障害物回避
を伴う行為選択課題」を開発し、ASD児に見られる環境情報の
知覚に基づいた行為選択の困難さを明らかにしてきた 
(Kikuchi & Higuchi, 2024)。特に，ASD児は課題初期に行うビ
ー玉の把持動作に視線が集中しやすく，その結果，隙間と自身
の身体との空間関係を正確に知覚することが困難になることが
示された。本研究では、ASD児の衝突リスクを低減することを
目的として，従来課題からビー玉把持動作を除去し，さらに手
袋を装着するという課題内の負荷調整を行ったうえで，行為選
択や視線分布の変化を検討した。

【方法】
ASD児7人 (9.86±1.25歳，男児5人)を対象に「障害物回避を伴
う行為選択課題」を実施した。課題では，装置右側に設置され
たビー玉を左側のカップへ移動させる必要がある。装置中央に
は２つの障害物が配置され，その隙間の形状は，入口幅が出口
幅よりも6㎝広く設計された。参加児はこの形状をもとに，障
害物間の隙間を通過するか，あるいは迂回するかの行為選択を
行った。出口隙間幅は児童の手の幅に対する倍率で0.70～1.50
倍の5条件で設定され，4回ずつ実施された (通常条件・計20試
行)。さらに，ビー玉を把持せず，手袋を装着するという介入
条件においても同様に20試行を行った。各条件の順序は参加児
ごとにランダムに割り当てられた。課題実施中は，Tobii pro 
glasses 3 (Tobii社製)を装着し，視線データを収集した。視線
解析では出口隙間幅を興味領域とし，解析区間をビー玉へのリ
ーチング動作中に設定した。評価指標として，障害物との衝突
数，身体空間知覚の正確さ (ロジスティックカーブフィッティ
ングを用いて評価)，および出口隙間幅への総固視時間割合を
算出した。通常条件と介入条件の平均値の差について，対応の
あるベイジアンt検定を実施した。事前分布には，スケールパ
ラメータ0.707のCauchy分布を使用し，統計解析はJASP-0.19
で実施した。

【結果】
衝突数に関するベイズ因子 (BF10)は1.668であり，条件間に差
があるという対立仮説を支持する弱い証拠が得られた。一方，
身体空間知覚の正確さおよび出口隙間幅への総固視時間割合に
おけるBF10は，それぞれ3.186および4.010であり，これらの
指標においては対立仮説を支持する中程度の証拠が得られた。

【考察】
本研究では，ASD児の衝突リスクを低減することを目的に，既
存課題に対する介入手法の効果を検証した。ビー玉把持動作を
除去したことで，視線が隙間幅，特に出口側の情報へと向きや
すくなった可能性がある。また，手袋の装着により自身の手の
幅に対する注意が高まり，空間関係の知覚がより正確になった
ことが示唆される。これらの結果は，ASD児の環境知覚と行為
選択の支援において，認知的負荷や身体的注意に配慮した課題
設計の有効性を示す。
【倫理的配慮】本研究はヘルシンキ宣言の倫理原則に基づき実
施された。参加児および保護者に対して研究内容を十分に説明
し、文書による同意を得た。個人情報は匿名化し、プライバシ
ー保護に配慮した。
本研究は東京都立大学倫理審査委員会の承認を受けて実施され
た (承認番号：H6-6)。

○岩瀬 七海 1)，伊藤 忠 2)，藤田 ひとみ 3)
1) 名古屋市立大学医学部附属東部医療センター
2) 愛知県三河青い鳥医療療育センター
3) 名古屋市立大学 医学部

キーワード：協調運動障害、前庭眼反射、Y-balance test

【はじめに、目的】
保育施設や学校で発達障害のある子どもに対する支援のニーズ
が高まり，協調運動や不器用さに対する支援も重要視されるよ
うになった。協調運動に問題をもつ児は脳における感覚情報の
統合がうまく機能しておらず，姿勢制御が十分に機能しないと
いわれている。姿勢制御は視覚，前庭感覚，体性感覚が関与し
ており，特に発達期における姿勢制御は視覚から得る情報に依
存しながら安定した動作を実現していることが明らかにされて
いるが，健常児と協調運動に問題をもつ児の前庭機能の違いに
関する調査は報告されていない。
健常児と協調運動に問題をもつ児の前庭機能の特徴について調
査・検討する。
【方法】
対象は岡崎市運動器健診事業に参加する小学生29名とした。
Movement Assessment Battery for Children̶Second Edition (
以下M-ABCⅡ)を用いて協調運動の特性を分類し，姿勢制御を
Y-balance test (以下YBT)，前庭眼反射をDynamic Visual
Acuity test (以下DVA)を用いて静止視力と動体視力の差 (以下
静動差)で評価した。
【結果】
対象者29名のうち協調運動に問題が疑われる児は5名，協調運
動に問題をもつ児は3名であり全体の約10.3％であった。協調
運動に問題をもつ児はM-ABCⅡのManual Dexterity (以下MD)
に苦手さを示した。YBTと静動差では左支持右後方に有意に関
連があり，YBTとMDでは右支持右後方と左支持右後方に有意
な関連が見られた。静動差と協調運動の特性関連が見られなか
った。受診者全体では9歳以降に静動差が小さくなる傾向が示
された。
【考察】MDには巧緻性や集中力，空間イメージなどの能力が
必要とされ，YBTには筋力や柔軟性，集中力，体性感覚，空間
イメージなどの能力が必要とされる。伊藤らは，協調運動に問
題をもつ児は歩容などの運動機能に非対称性があると報告して
いる。このことから，MDやYBTのスキルの低下には非対称性
が関連しているものと推察される。前庭眼反射は，学童期が臨
界期である可能性が示唆された。
【倫理的配慮】三河青い鳥医療療育センター倫理委員会におい
て承認を得た (申請番号：R6001号)
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【はじめに、目的】
発達に課題を抱える子どもは年々増加しており、支援が十分に
行き届いていない現状がある。また、一部の児童発達支援事業
所では、理学療法士や作業療法士などの専門職が全体としてす
くなく、子どもたちの運動発達や社会性の獲得を促す為に必要
な運動の支援が十分に提供されていない場合もある。弊社のい
くつかの調査から個別での運動支援に一定の効果が得られるこ
とを明らかにしてきた。今回、総合的な支援を集団で行う児童
発達支援事業所に対して理学療法士が作成した縄跳び運動プロ
グラムを用いて、2ヶ月間介入を取り組んだことで児童の縄跳
び動作に変化が見れらた為報告する。

【方法】
対象は、児童発達支援事業所に通う5 1̃1歳の児童6名 (症例
A,B/自閉スペクトラム症 (ASD)2名、症例C/ASDと知的障害、症
例D/ダウン症候群、症例E,F/診断なし)とした。へやすぽアシス
トが開発した縄跳び運動プログラムを動画にて提供し、月1回
施設担当者と打ち合わせを行い、毎週の様子を共有いただいた。
プログラムは2か月で週1回・全8回実施した。介入方法はプロ
グラムを画面上に投影し、事業所職員のサポートの下、集団で
運動を実施した。介入前後の測定指標としては縄跳び動作に関
する目標の達成状況としてCanadian Occupational
Performance Measure (COPM)、作業遂行の質として
Performance Quality Rating Scal (PQRS)、日常生活の困難さと
して子どもの強さと困難さアンケート (SDQ)とした。

【結果】
症例Aは縄跳び動作のCOPMの遂行度・満足度が介入前1・1か
ら介入後3・3となり、PRQSは介入前3から介入後6と改善が見
られた。さらにSDQの行為項目において介入前3から介入後1と
なり、仲間関係の項目においては4から2となった。症例Bでは
COPMの遂行度・満足度が介入前2・2から介入後5・3となり、
PQRSは介入前4から介入後8と改善が見られた。さらにSDQの
行為項目において介入前7から介入後4となり、仲間関係の項目
においては2から0となった。症例C・D・EではCOPM、PQRS、
SQDに大きな変化は見られなかった。症例FはCOPMの満足度
とSQDの多動・不注意の項目に改善が見られた。

【考察】
今回、事業所へ遠隔にて縄跳び運動プログラムを提供し、2ヶ
月間実施した事で、半数の児童で縄跳び動作や日常生活の困難
さに変化が見られた。この結果より、専門職が少ない発達支援
施設であっても理学療法士が作成したプログラムを提供するこ
とで、児童の運動能力の改善や日常生活の困難さの軽減に繋る
可能性が示唆された。また、事業所における支援の質向上につ
ながる可能性があると考えられた。今後の課題として提供する
集団での運動プログラムを、児童の特性や施設環境に応じて柔
軟に設計していく必要がある。
【倫理的配慮】本報告はPAPAMO株式会社の規定に基づき、個
人を特定できないよう配慮し、研究以外の目的で会員データを
利用しないこととした。尚、サービス契約時のプライバシーポ
リシーにて本研究への同意を得た。
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【はじめに】
自閉スペクトラム症 (ASD : Autism Spectrum Disorder)は、音
声や視覚などの感覚入力への過敏性や他者とのコミュニケーシ
ョンの困難を抱えることが多い。また、発達段階における発話
の習得が障害されることも重大な問題となっている。一方で、
興味のある対象には著しい集中力を示す傾向があることから、
これらを活用し発達支援に結び付けることの重要性が指摘され
ている。近年、言語発達を促すための言語アプリケーションが
数多く開発されているが、個別化した利用が難しい、画面上の
動作に興味を示さないなどの課題がみられている。今回、現場
にある玩具を使い、発話や音といった簡単な入力で操作可能な
アプリケーションを作成したので紹介する。本アプリケーショ
ンの作成を通し、ASD児の発話習得を目指す新たな支援環境の
構築が進むことを目的とする。
【方法】
今回開発したシステムは、PCへの発話をトリガーとして、
Arduino Uno、リレーモジュールを介して玩具を動作させる仕
様となっている。「発声するとおもちゃが動く」という簡単な
遊び環境を構築することで、対象者が興味を示す玩具を用いな
がら言語学習の促進を目指している。ソフトウェアは、ユーザ
ーが自由に問題を作成、設定できる仕様となっており、臨床現
場において対象児に合わせて習得させたい言語課題を個人ごと
に柔軟にカスタマイズ可能なシステムとなっている。
【経過】
本システムは現在、開発段階にあり、現場スタッフによる操作
性や導入に関するフィードバックの収集を行っている段階であ
る。なお、ASD児本人へのリハビリテーションとしての使用は
実施しておらず、臨床での活用、評価は次の段階として位置付
けている。今後、得られたフィードバックをもとにシステムの
改良を重ね、臨床現場への実装に向けた準備を進めていく予定
である。
【考察】
現段階で考えられる本システムの開発による利点として、ASD
児の重症度や興味に合わせた環境を簡単に構築できる点である
と考える。そのことは、発語などの自発行動を引き出す上で有
効であると考えられる。特に、「発声によっておもちゃが動く
」という視覚的かつ即時的なフィードバックは、興味を持続さ
せる要素となり得る。また、放課後デイサービスなどにおいて
は、理学療法士の常勤配置が義務付けられておらず、継続的な
リハビリテーションの実施が困難である。この点において、本
システムはリハビリテーションの枠組みに依存せず、多職種が
活用可能な再現性の高い支援手段として機能する可能性がある。
一方で、本システムの導入において、玩具の一部改造が必要で
あり、初期設定に一定の手間が生じる。今後は、こうした改造
作業の簡略化や、より汎用的な機器との互換性の向上を図るこ
とで、個別化された支援環境をより導入しやすくする工夫が求
められる。
【倫理的配慮】本研究における評価はあくまで「ソフトウェア
・ハードウェアの技術的検証と、保育者等への意見聴取」の範
囲に留まる。よって、被験者 (患者)を対象とした臨床研究には
該当せず、IRBの申請対象外である。 将来的な実装フェーズに
おいては、必要に応じて倫理審査を申請する予定である。
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【はじめに】
ダウン症児では筋緊張低下などにより粗大運動や歩行などの習
得に遅延が見られやすく、歩行獲得時期には2～3歳と個人差を
認めると報告されている (Samuel,2024)。特に、自閉スペクト
ラム傾向を併せ持つ場合、対人応答性の乏しさによりセラピス
トとの関係構築が困難となることがある。本症例では自閉傾向
を有し歩行獲得が著しく遅延していたダウン症児に対し、遠城
寺式発達検査 (以下、遠城寺)を用いて発達機能を評価し、家族
と連携した支援を行っており、その結果を報告する。

【症例報告】
症例はダウン症候群と診断された4歳6か月の女児。介入初期 
(4年11か月時)の遠城寺では、移動1歳0か月、粗大運動2歳9か
月、基本的習慣4歳0か月、対人関係3歳8か月、発語10か月、
言語理解2歳6か月であった。自力での移動は四つ這いおよび家
族の両手引き歩行に限られ、独歩や伝い歩きは未獲得であった。
さらに、手引き歩行時には足部の接地位置が不規則となる場面
を認めた。週1回の頻度で外来での理学療法を開始したがセラ
ピストとの身体接触が困難な場面を認めたことにより、自閉傾
向を有し対人関係に課題を抱えていると考えた。そこで、遠城
寺の結果と対人関係の様子を家族にフィードバックし、家族の
協力のもと介入を行うという方向性で合意した。外来理学療法
ではセラピストの指導のもと、膝立ちでのバランス練習や手引
き・伝い歩き練習の実施を家族に促した。家庭では膝立ち位で
のバランス練習や立位保持練習、介助下での歩行練習などの実
施を促し、その様子の撮影を依頼した。来院時には動画をもと
にフィードバックを行い、練習内容と方法について家族と検討
を行い、適宜指導した。

【結果】
介入から20か月後 (6歳6か月)の遠城寺では、移動1歳4か月、
粗大運動3歳2か月、基本的習慣4歳0か月、対人関係4歳0か月、
発語1歳2か月、言語理解2歳9か月と、各領域でわずかに発達
を認めた。手引き歩行時には一定の位置に足部を接地すること
が可能となり、セラピストとの身体接触も可能となった。独歩
は未獲得であるが片手引きでの歩行や伝い歩きが可能となり、
家族からは歩行の介助量が軽減したと意見が聞かれた。

【考察】
本症例では遠城寺により発達段階を把握し、課題に応じた支援
計画が可能であった。本症例ではセラピストとの身体接触が困
難であったが、家族へのフィードバックと連携を軸とした間接
的な支援により発達が促され、セラピストとの身体接触も可能
となった。発達障害傾向を有する子どもにおいては、安心でき
る関係性の中で段階的に関わりを深めることが有効とされてい
る (Greenspan & Wieder, 1997)。家族を介した支援を継続する
ことで児の安心感が高まり、信頼関係が間接的に築かれた結果、
セラピストとの身体接触も可能となったと考える。対人関係に
課題を有する症例においては、家族との連携を基盤とした間接
的な支援も重要であることが示唆された。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき、患者のご家族に対し
本症例報告の目的、方法、参加は自由意志で拒否による不利益
はないこと、および個人情報の保護について文書と口頭で説明
を行い、書面にて同意を得た。

○岩崎 史明 1)，重島 晃史 2)，熊谷 匡紘 1)，大倉 三洋 1)
1) 児童発達支援センターとさっちくらぶ 相談支援課
2) 高知リハビリテーション専門職大学 理学療法学専攻

キーワード：ADHD、視空間性注意ネットワーク、測定・評価

【はじめに】視空間性注意に関わる脳内ネットワークにおいて
能動的/受動的注意の2つの視覚情報処理プロセスを理解するこ
とは重要である．また目と手の協応や眼球運動，注視点の特徴
から行動特性を把握することも臨床上有用である．本研究では，
＠ATTENTION (クレアクト社製)を用いて能動的注意と受動的
注意，視線分析等から学童期ADHD児の特徴的な臨床症状を捉
えることができるか評価を試みたので以下に報告する．
【症例紹介】症例Aは8歳男児の小学3年生．診断名はADHDで
内服治療なし．WISC-ⅣにてFSIQ：89 (平均の下)で，ADHD 
Rating Scale-Ⅳ (ADHD RS-Ⅳ)の不注意14点，多動・衝動性17
点，合計31点で注意・集中や多動による困難さが主訴であった．
症例Bは8歳男児の小学3年生．診断名はADHDで内服治療なし．
WISC-ⅣにてFSIQ：92 (平均的)であった．ADHD RS-Ⅳの不注
意12点，多動・衝動性10点，合計22点で注意・集中の困難さ，
学習の困り感が主訴であった．
【視空間性注意ネットワークの評価】＠Attention (クレアクト
社製)を用いて，①PCモニタ上に配置された計35個 (5行7列)の
オブジェクトを示指で能動的 (任意順序の選択)，受動的 (点滅
による反応選択)に選択させる探索課題②視線のみでオブジェ
クトを注視する選択反応課題を実施した．分析項目として，各
々の平均反応時間及び能動的課題からは非選択数，複数選択数，
受動的課題からは非選択数を抽出した．またPCモニタ上に提示
するオブジェクトを注視する際の眼球運動の視線軌跡や左右反
転した6対，計12画像の注視点分析を行い，定量化を行った．
【結果と考察】症例Aは能動的課題の非選択数0個，複数選択
数3個，受動的課題の非選択数0個であった．能動的/受動的課
題の反応時間0.39/1.09秒，選択反応課題における視線偏向は
認めないが，視線が安定せず,変動性も大きかった．また注視点
分析では，人物ありや文脈の効果を一部認めたが，視線探索は
転導が顕著であった．症例Bは能動的課題の非選択数0個，複数
選択数1個，受動的課題の非選択数0個であった．能動的/受動
的課題の反応時間0.53/1.21秒，選択反応課題では症例Aと同様
に視線軌跡の不安定さを認めた．しかしながら，注視点分析で
は，人物ありや文脈の効果をより強く反映し,注視点の安定を認
めた．結果より，両者ともに反応時間や課題の誤反応数に大き
な差異は認めなかったが，共通する視線特性としては目と手の
協応を伴う視覚性注意と比較し，視線を用いる眼球運動の不安
定さを認めた．したがって，＠ATTENTIONは学童期ADHD児の
臨床徴候である眼球運動，視線特性の一端を評価する上で有用
であると考える．
【倫理的配慮】本研究の対象児の保護者に対して，本研究の目
的と方法を説明し，研究協力に紙面で同意を得た上で実施した．
またデータはID化して保存し，個人情報への配慮を十分に行っ
た．本研究は2023年度公益信託高知新聞・高知放送「生命 (い
のち)の基金」の助成金を受けて実施された．

P-091 ポスター⑥ -1：神経発達症2
自閉傾向を有する歩行獲得が遅延したダウン症児に対して遠城
寺式発達検査法を行い家族と連携を図った症例

P-092 ポスター⑥ -1：神経発達症2
＠ATTENTIONを用いた学童期ADHD児2例の注意機能及び
視線分析の試み

140



○前田 伸也 1)，栗原 まり 1)，森 麻子 1)，高杉 紳一郎 1)，
武田 真幸 2)，楠本 泰士 3)
1) 佐賀整肢学園こども発達医療センター リハビリテーション部
2) 佐賀整肢学園こども発達医療センター 整形外科
3) 福島県立医科大学 保健科学部　理学療法学科

キーワード：足関節OSSCS、歩行分析、歩行パラメータ

【はじめに】
股関節の整形外科的選択的痙性コントロール手術後 (OSSCS)の
歩行は、歩行速度や股関節角度の変化は少ない(2024日本小児
理学療法学術大会)。本研究の目的は、足関節OSSCS前後の歩行
パラメータの変化を明らかにすることである。

【方法】
対象は足関節OSSCSを実施した歩行可能な脳性まひ児・者24例
36肢 (手術時年齢8.3±5.1歳、GMFCSレベルⅠ：16名、Ⅱ：6
名、Ⅲ：2名)とした。ノラクソン社製マイオモーションにて手
術前後の歩行を計測した。平均経過観察日数は133.5日、歩行
手段は全例独歩であった。計測は8mの直線歩行路を3往復し、
直線路での中央部分の１歩行周期の各値を平均して下肢関節角
度を算出した。中央値に近いデータを選択後、歩行速度(m/s)、
1歩行周期中の立脚期の割合(％)、ケイデンス(歩/分)、１歩行
周期中の下肢角度(°) (股屈伸・内外転・内外旋、膝屈伸、足底
背屈・内外反)を最大値、最小値、最大値と最小値の差 (範囲)
を算出した。足関節は1歩行周期中の背屈最大値までのタイミ
ング(％)を算出した。対応のあるt検定で検討し、統計処理には
IBM SPSS Statistics Ver.29を使用、有意水準を5％未満とした。

【結果】
手術前後でケイデンス、股屈曲最小値と股内外転・内外旋、膝
関節の範囲、足内反最小値に差はなかった。歩行速度は
0.92m/sから0.64m/sと有意に減少した。1歩行周期中の立脚
期の割合は、61.7％から66.6％と有意に増加した。股屈曲は最
大値58.6°から50.9°、範囲56.1°から46.9°と有意に減少し
た。膝屈曲は最大値66.1°から63.1°、最小値9.1°から2.8°
と有意に減少した。足背屈は最大値2.7°から14.5°、最小値
-36.8°-13.4°と有意に増加し、範囲39.5°から27.9°と有意に
減少した。足内反は最大値12.0°から6.5°、範囲16.8°から
11.5°と有意に減少した。足背屈最大値までのタイミングは、
20.6％から46.7％と有意に増加した。

【考察】
足関節OSSCS後の歩行時足背屈最大値と最大値までのタイミン
グが増加し、足内反最大値と範囲が減少した。これは立脚期で
の足背屈角度と背屈運動期間が増大し、立脚期の割合が増大し
た結果と考える。更に膝最大値と最小値が減少したことから、
膝関節の可動範囲は変化ないが、より伸展位で推移したと考え
る。この足・膝関節の影響は、股屈曲最大値の減少、すなわち
下肢振出し時の股屈曲角度の減少につながり、これらの影響で
歩行速度が減少したと考える。背屈角度と立脚期の増加に伴う
歩行速度の低下は、歩行制御が向上し、より安定した歩行が可
能になると考える。その一方、足背屈最小値、すなわち足最大
底屈が減少する傾向にあり、歩行時の推進力低下を考慮する必
要がある。
【倫理的配慮】情報提供に関して、文書で承諾を得ており、デ
ータ取得後、個人が特定される情報は除去した。本研究は当セ
ンターの倫理審査会にて承認を得た。

○上原 久人，小野 泰輔
沖縄南部療育医療センター リハビリテーション課

キーワード：SDR、GMFM、術後リハビリ

【はじめに、目的】
２０２３年１０月小児理学療法学会にて独歩レベル児のＳＤＲ
術後経過を報告した。２１名のＧＭＦＣＳレベルⅠの児の術後
１年のＧＭＦＭの値を調査し２１名中１１名に改善がみられた。
一方でＧＭＦＣＳレベルⅡの児は改善がみられた児が１６名中
１名だった。そこでＧＭＦＣＳレベルⅡの児で術後１年後以降
のＧＭＦＭの値を調査し１年後以降に改善がみられた児がいる
のか、また改善がみられた児の要因があるのか調査した。
【方法】
対象は当センター利用者でＳＤＲ術後集中リハをうけ、術後２
年以上経過しているＧＭＦＣＳⅡレベルの児７名を対象とした。
男児３名、女児４名。平均手術年齢は４．６歳だった。手術前
から１年ごとのＧＭＦＭ－６６値＋２０パーセンタイル以上を
改善として分析。＋１５パーセンタイルから－１５パーセンタ
イルまでを変化なし、－２０パーセンタイル以下を悪化とした。
改善がある利用者のＧＭＦＭに共通の項目があるのか調査した。
また筋解離術を行っている利用者はその後に改善があるか、改
善がある利用者と変化がない利用者での切断率の違いがあるか
調査した。
【結果】
７名中３人が改善、４名は変化なし。改善した時期はＳＤＲ後
２年８歳１０ヶ月、ＳＤＲ後３年５歳８ヶ月、ＳＤＲ後１年４
歳０ヶ月と関連性はみられなかった。改善した３名のＧＭＦＭ
で共通して改善している項目はスクワット動作や棒またぎ動作、
ジャンプ動作だった。また改善した３名の術前のＧＭＦＭパー
センタイルは７０以下だったのに対し、改善がみられなかった
４名は８０以上だった。ＳＤＲ術後筋解離術を受けている２名
に関して筋解離術後改善はみられなかった。
切断率は改善ありの平均が２０．４％、改善なしが１６．３％
となった。

【考察】
改善がみられた３名に共通してみられた事としてパーセンタイ
ル値が７０以下でＧＭＦＭ項目のスクワット動作や棒またぎ動
作、ジャンプ動作にて改善がみられた点だった。ＳＤＲ後下肢
の痙縮が改善する事で下肢の遠心性収縮や足部背屈の随意性向
上に伴って改善がみられたのではないかと考える。
ＳＤＲ後の筋解離術を行った後には改善はみられなかった。脳
性麻痺ガイドラインにおいても下肢に対する整形外科手術はＧ
ＭＦＭやＧＭＦＣＳレベルに及ぼす効果については、十分な科
学的根拠はないとされているためＳＤＲ後でも同じ結果となっ
た。
また改善ありの利用者と変化なしの利用者の切断率を比較する
と若干ではあるが改善ありの切断率が高い結果となった。これ
はカンファレンスや術前、術中検査時に痙縮が運動を阻害して
いる要素が大きいと判断され、比較的高いパーセンテージで切
断された結果ではないかと考えられる。今後ＧＭＦＣＳレベル
ⅡのＳＤＲ術後の児が今回調査した傾向にあてはまっていくの
か調査していきたいと考える。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき、利用者及び保護者に
は口頭にて十分に説明を行い書面にて研究参加の同意を得た。
また、本研究は沖縄南部療育医療センターの倫理委員会の承認
を得ている。

P-093 ポスター⑥ -2：歩行
足関節の整形外科的選択的痙性コントロール手術後における
歩行パラメータの変化

P-094 ポスター⑥ -2：歩行
ＧＭＦＣＳレベルⅡＳＤＲ術後の経過について
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○関 知佳 1)，髙橋 恵里 2)
1) 株式会社未来企画 放課後等デイサービスアスノバなないろの里
2) 福島県立医科大学 保健科学部理学療法学科

キーワード：発達性協調運動症、運動効果、階段動作、放課後等デイサービ
ス

【はじめに、目的】
本症例は小学校支援級に通い放課後等デイサービスを利用する
児童である.歩行や走行速度が他児と比較し遅いこと、不安定な
接地面に対し極度の苦手意識を持っているなどの特徴があり、
階段降段動作は左脚を軸とした二足一段である.今回この症例の
階段降段に着目した運動介入を行ったため報告する．
【症例報告】
本児は10歳男子で診断名は軽度知的障害、発達性協調運動症、
吃音(連発)である．放課後等デイサービスの来所頻度は週5日(
平日)で、本児からの主訴は「友達において行かれないように
早く歩きたい」であった．関節可動域は膝窩角が右130度、左
135度、足関節背屈は右5度、左10度である．バランス機能評
価において片脚立位では右脚8.7秒、左脚2.6秒と右脚の方が安
定した肢位を保つことが可能である．階段降段では、両手すり
がなければ左下肢から降段できず、右立脚期に右足関節背屈に
伴う下腿前傾が生じないため体幹屈曲により重心移動を代償し
ていた．
【結果、経過】
本児に対し「チャレンジ課題」として運動課題をカレンダーと
ともに提示し、実施できた日にはシールを貼ることで継続の意
識を持たせた．実施内容として、ハムストリングス・下腿三頭
筋のストレッチは内容を変えず継続した．体幹屈曲、伸展、回
旋運動やフロントランジ、サイドランジは月毎に内容を変えて
実施している．経過として膝窩角は両側135度、足関節背屈可
動域は右10度、左15度と改善がみられた．階段降段では左下
肢からの降段動作はやや滑らかになったものの両手すりがなけ
れば降段できず、日常的には右下肢からの二足一段の降段であ
った．
【考察】
バランス評価において右片脚立位の方が左脚と比較し長く安定
した肢位を保つことが可能だが、その「支持性の良さ」が右脚
への過負荷に繋がり、右ハムストリングスおよび右下腿三頭筋
の硬化と短縮を生じさせた可能性が考えられる．階段降段には
足関節背屈可動域が10度以上必要であるとされており、動作獲
得のためには足関節のストレッチを継続しつつ、右足関節背屈
運動と左脚の降り出しを同時に実施できるような部分的な運動
が必要になると考える．
中枢部の安定を図ることを目的とした体幹屈曲、伸展、回旋運
動により、脊柱の後弯が減少し正中位に近い姿勢を保つことが
可能になった．姿勢の改善や体幹筋力の発揮方法を習得した為、
過活動により硬化していたハムストリングスや下腿三頭筋の緊
張が緩み、可動域の改善に繋がったと考えられる．
学年や環境の変化に伴い本児の興味も変化し、サッカーや自転
車を頑張りたいという内発的な動機があったことや、「チャレ
ンジ課題」での段階的な難易度アップにより、モチベーション
を維持したまま運動を継続できたと考える．今後も本人や保護
者との情報交換や目標の共有を定期的に行い、希望に沿った支
援を継続していく．
【倫理的配慮】本症例報告は、本人と家族に対して、目的、情
報公開の方向、個人情報の保護と結果の取り扱い、参加と同意
撤回の自由、相談窓口について書面と口頭で説明し、書面にて
同意を得た．

○田代 峻一 1,2)，鷹巣 菜奈子 1,2)，山下 里香 1,2)，
岩下 沙矢香 1,2)，米倉 照代 1,2)，澤田 一美 2)
1) はながしま診療所
2) 障がい福祉サービス事業所はながしま

キーワード：重症心身障害、筋力維持、歩行運動

【はじめに、目的】
重症心身障害のある方々に対して筋力などの身体機能維持を目
的とした歩行運動が行われることがあるが、先行研究で示され
ている脳性麻痺児への筋力トレーニングなどと比較してその運
動強度や実施頻度は軽度であり、効果も明確でないことが多い。
本報告では、これまで日常的に歩行運動を継続していた症例が、
一定期間その運動を中止した際にどのような変化があったかを
追うことで、当該運動の意義を検討することを目的とした。

【方法】
30代女性。CHARGE症候群、脳性麻痺、重度知的障害、肺性心、
慢性呼吸不全、難聴の診断があり、横地分類C4、GMFCS 
Level Ⅲ。屋内移動は車椅子を使用し見守り下で自立、車椅子
からトイレおよび床上への移乗は軽介助、床上移動はいざりや
四つ這いで自立。当通所事業所を週2回利用し、U字型歩行器
を用いて3～15分程度の歩行運動を軽介助で実施していた。あ
る日、下肢荷重時に痛がる様子から右足第4趾に亀裂骨折が判
明。医師の指示により歩行運動などの立位でのトレーニングは
中止し、日常のトイレ移乗時の立ち上がりなどのADL動作は制
限なし、3週間後経過良好との判断により運動制限が解除され
た。運動制限期間による身体状況変化が懸念されたため、運動
制限前後での大腿四頭筋周径、超音波画像診断装置による大腿
四頭筋の筋厚、Edinburgh visual gait score(以下、EVGS)、FIM
移動・移乗項目によるADL評価、介護スタッフ6名による車椅
子とトイレ・床上移乗に関する遂行度評価としてカナダ作業遂
行測定(以下、COPM)を比較した。また歩行再開から4か月後に
も同様の評価を実施し、各評価はすべて同一検者が実施した。

【結果】
大腿四頭筋周径平均30.38→29.88→29.81cm、大腿四頭筋筋
厚9.3→8.01→7.85mm、EVGS右10/左8→9→右10/左8点、連
続歩行時間約4分→約2分→10分、FIM移動・移乗項目19点で
変化なし、COPM遂行度・満足度ともに8.67±1.49で変化なし。
大腿周径と筋厚計測では運動制限後に低下が確認され、4か月
後時点でも改善は確認できていない。ADLや車椅子間の移乗遂
行度は評価期間では変化はなかった。連続歩行時間は4か月後
に増加した。

【考察】
ADL動作は維持されていたものの歩行運動の中止により下肢筋
量の低下が認められたことから、従前より実施されていた歩行
運動は、軽負荷・低頻度であっても本症例の筋力維持に寄与し
ていた可能性が示唆された。また、運動再開後も下肢筋量が運
動制限前の水準まで回復していないことから、筋量の回復には
時間を要する可能性、あるいは従来の運動負荷では回復が困難
である可能性が考えられる。以上より、重症心身障害のある方
に対しては、筋力を含む身体機能の低下を予防する観点から、
意図的かつ継続的な運動介入が重要であると考えられる。
【倫理的配慮】本発表に際し、患者の個人情報とプライバシー
の保護に配慮した説明を十分に行い、ご家族より同意を得た。

P-095 ポスター⑥ -2：歩行
発達性協調運動症を呈する小学生男子に対する継続的な運動
効果～階段動作に着目した介入～

○入口 睦夕 1)，木下 大頌 2)，黒木 尭稀 3，4)，
鞭馬 貴史 5)，川端 安耶子 1)，石橋 玲奈 1)，新明 璃奈 1)，
熊野 陽奈 1)，伊藤 忠 6)，萬井 太規 1，2，3)
1) 大分大学 福祉健康科学部
2) 大分大学大学院 福祉健康科学研究科 健康医科学コース
3) 大分大学大学院 医学系研究科 理学療法研究領域
4) 別府発達医療センター リハビリテーション科
5) 明野中央病院 リハビリテーション科
6) 愛知県三河青い鳥医療療育センター

キーワード：発達障害児、予測的姿勢調節、歩行開始、障害物跨ぎ

【はじめに、目的】
予測的姿勢調節 (APA)は，動作に先行する姿勢の準備活動であ
り (Bouisset, 2008)，乳幼児期の歩行獲得にも重要である 
(Leslie, 1999)．自閉症スペクトラム障害 (ASD)，注意欠如多動
症 (ADHD)，学習障害 (LD)などの発達障害児は，運動制御や運
動学習を担う脳の感覚運動システムの問題によりAPAの機能低
下を呈する可能性がある (Nobusako, 2018)．実際に，ASD児は
ステップ動作でAPA相の足圧中心 (COP)の側方偏移が減少する
こと (Erin, 2020)，ADHD児は持ち上げ課題でCOPの前後方向
の偏移開始時間が遅延し，偏移量も減少することまでは明らか
になっている (Aurelija, 2003)．しかし，APAを前後と側方の制
御に区別するなど，詳細な分析を用いて発達障害児のAPAの特
性を明らかにはできていない．本研究は，発達障害児のAPAの
特性を歩行開始と障害物跨ぎ歩行開始から明らかにすることで
あった．
【方法】
7～12歳の健常児27名と発達障害児 (ASD，ADHD，LDの1つ以
上を診断された児)6名を対象とした．初期姿勢は両上肢下垂，
足幅を上前腸骨棘 (ASIS)間距離に設定した．歩行開始と障害物
跨ぎ歩行開始をそれぞれ左右3回ずつ実施した．障害物は足尖
から歩幅の50 %前方に設置し，高さは大転子から床までの10
%に統一した．2基の床反力計から，COP偏移開始時間と最大
偏移量を前後・左右軸に分けて算出した．偏移開始時間は，遊
脚開始時間を0とした際の，静止立位時のCOP平均位置から2倍
の標準偏差を超えた時点と定義した．最大偏移量の前後軸は足
長にて，左右軸はASIS間距離にて正規化した．群間比較には，
Mann-Whitney U検定を使用し，有意水準は5 %未満とした．
【結果】
歩行開始では，発達障害児は健常児より後方偏移開始時間が有
意に早く (p = 0.024)，後方最大偏移量は有意に小さかった (p
= 0.021)．一方，側方偏移開始時間と側方最大偏移量は群間の
有意差を認めなかった．障害物跨ぎ歩行開始では，後方偏移開
始時間に群間差はなかったが，後方最大偏移量は発達障害児が
有意に小さかった (p = 0.003)．側方偏移開始時間と側方最大
偏移量は，歩行開始同様，群間の有意差を認めなかった．
【考察】
発達障害児は，どちらの課題においてもCOPの後方最大偏移量
が有意に小さく，適切に後方のAPAを産生できないことが示唆
された．しかし，発達障害児は通常の歩行開始時に後方のAPA
の開始時間を早める戦略を用いて課題を遂行していたことが認
められた．対して，障害物跨ぎ歩行開始ではバランス要求が高
い課題であったために，APAの開始時間を早める戦略を用いる
ことができなかった可能性が考えられる．側方のAPAの制御に
ついては，発達障害児と健常児間にCOPの偏移開始時間と最大
偏移量ともに有意差を認めなかったことから，発達障害児は
APAの側方制御は健常児と同等の課題遂行能力があるのかもし
れない．
【倫理的配慮】本研究は大分大学福祉健康科学部倫理会で承認
を受けた後に実施した (承認番号：F220002)． 研究協力者に
は事前に書面および口頭にて研究目的や方法について説明し，
自由意志に基づき書面で同意を得た．また，保護者に対しては
インフォームド・コンセントを，小児には年齢や理解度に応じ
てインフォームド・アセントを取得した．

○栗原 まり 1)，前田 伸也 1)，高杉 紳一郎 1)，松尾 篤 2)
1) 佐賀整肢学園こども発達医療センター リハビリテーション部
2) 佐賀整肢学園こども発達医療センター 医科診療部　整形外科

キーワード：脳性麻痺、足部筋解離術、歩行分析、装具の適合性

【はじめに、目的】
当センターでは下肢の痙性に対して整形外科的選択的痙性コン
トロール手術(OSSCS)を施行している。今回、手術後約1年で歩
行評価を行った症例を経験し、手術後の足関節の変化と短下肢
装具(AFO)の適合性について考えることができたので報告する。
【方法】
症例は10歳5か月男児、脳性まひGMFCSレベルⅢ、屋内移動は
杖歩行と独歩、屋外での移動は車椅子で自走。両足関節OSSCS
の目的で入院。術前と退院前にノラクソン社製マイオモーショ
ンにて歩行分析実施。術後51日で退院。退院後は地元にてフォ
ロー。術後361日で再度歩行分析を実施。歩行分析は術前後各
々8mの直線歩行路を3往復し、中央値に近いデータを選択後、
直線路での中央部分の１歩行周期の各値を平均して、歩行速度
(m/s)、ケイデンス(歩/min)、下肢関節角度をそれぞれ算出して
比較した。また、AFO装着時の歩行をビデオで観察した
【結果】
歩行速度 (ｍ/ｓ)1.36→1.07、ケイデンス(歩/min)154±8→
118±13、股関節可動範囲(°)52.4/54→59.3/64.5、膝関節可
動範囲(°)41/50.8→44.3/57.5、足関節背屈最大値 (°
)34.2/46.7→35/36.8、術前の背屈ピークはLRからMSt前半で
認められたが、術後1年にはTStにも背屈ピークが出現し立脚期
に二峰性を示した。足関節底屈最大値(°)10.2/21.1→
16.6/17.9、術前はMStからPSwにかけて底屈が出現していたが、
術後1年には蹴り出しとみられる底屈がTStから出現した。AFO
装着時の歩行を観察すると、底屈制限の代償として分回し歩行
を認めた。
【考察】
術後1年は足関節底屈最大値が右側は増加、左側は減少した。
また、術前は底屈運動がMSt後半から出現していたが、術後1
年は両側共にMStに加え、TStにも認められた。これは、一歩行
周期中の足関節の動き方に変化が生じ、裸足歩行で観察された
上方へ跳ねるような歩行が減弱した一因と考える。この一連の
TStからPSwにかけての底屈運動は股関節可動範囲が増大し、
ケイデンスの減少に寄与しているものと推察する。さらに底屈
を制限しているAFOを装着した歩行では蹴り出しが効率的に行
えず、代償として分回し歩行が出現したと考える。今回の術後
1年の歩行分析では、歩容の変化を客観的に確認でき、装具の
適合性について考え、装具除去の提案を行うきっかけとなった。
【倫理的配慮】情報提供に関しては、保護者へ文書にて同意を
得た。個人が特定される情報は除去した。また本研究は当セン
ターの倫理審査会にて承認を得た。

P-096 ポスター⑥ -2：歩行
7～12歳の発達障害児の歩行開始時と障害物跨ぎ歩行開始時
の予測的姿勢調節の特性
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○入口 睦夕 1)，木下 大頌 2)，黒木 尭稀 3，4)，
鞭馬 貴史 5)，川端 安耶子 1)，石橋 玲奈 1)，新明 璃奈 1)，
熊野 陽奈 1)，伊藤 忠 6)，萬井 太規 1，2，3)
1) 大分大学 福祉健康科学部
2) 大分大学大学院 福祉健康科学研究科 健康医科学コース
3) 大分大学大学院 医学系研究科 理学療法研究領域
4) 別府発達医療センター リハビリテーション科
5) 明野中央病院 リハビリテーション科
6) 愛知県三河青い鳥医療療育センター

キーワード：発達障害児、予測的姿勢調節、歩行開始、障害物跨ぎ

【はじめに、目的】
予測的姿勢調節 (APA)は，動作に先行する姿勢の準備活動であ
り (Bouisset, 2008)，乳幼児期の歩行獲得にも重要である 
(Leslie, 1999)．自閉症スペクトラム障害 (ASD)，注意欠如多動
症 (ADHD)，学習障害 (LD)などの発達障害児は，運動制御や運
動学習を担う脳の感覚運動システムの問題によりAPAの機能低
下を呈する可能性がある (Nobusako, 2018)．実際に，ASD児は
ステップ動作でAPA相の足圧中心 (COP)の側方偏移が減少する
こと (Erin, 2020)，ADHD児は持ち上げ課題でCOPの前後方向
の偏移開始時間が遅延し，偏移量も減少することまでは明らか
になっている (Aurelija, 2003)．しかし，APAを前後と側方の制
御に区別するなど，詳細な分析を用いて発達障害児のAPAの特
性を明らかにはできていない．本研究は，発達障害児のAPAの
特性を歩行開始と障害物跨ぎ歩行開始から明らかにすることで
あった．
【方法】
7～12歳の健常児27名と発達障害児 (ASD，ADHD，LDの1つ以
上を診断された児)6名を対象とした．初期姿勢は両上肢下垂，
足幅を上前腸骨棘 (ASIS)間距離に設定した．歩行開始と障害物
跨ぎ歩行開始をそれぞれ左右3回ずつ実施した．障害物は足尖
から歩幅の50 %前方に設置し，高さは大転子から床までの10
%に統一した．2基の床反力計から，COP偏移開始時間と最大
偏移量を前後・左右軸に分けて算出した．偏移開始時間は，遊
脚開始時間を0とした際の，静止立位時のCOP平均位置から2倍
の標準偏差を超えた時点と定義した．最大偏移量の前後軸は足
長にて，左右軸はASIS間距離にて正規化した．群間比較には，
Mann-Whitney U検定を使用し，有意水準は5 %未満とした．
【結果】
歩行開始では，発達障害児は健常児より後方偏移開始時間が有
意に早く (p = 0.024)，後方最大偏移量は有意に小さかった (p
= 0.021)．一方，側方偏移開始時間と側方最大偏移量は群間の
有意差を認めなかった．障害物跨ぎ歩行開始では，後方偏移開
始時間に群間差はなかったが，後方最大偏移量は発達障害児が
有意に小さかった (p = 0.003)．側方偏移開始時間と側方最大
偏移量は，歩行開始同様，群間の有意差を認めなかった．
【考察】
発達障害児は，どちらの課題においてもCOPの後方最大偏移量
が有意に小さく，適切に後方のAPAを産生できないことが示唆
された．しかし，発達障害児は通常の歩行開始時に後方のAPA
の開始時間を早める戦略を用いて課題を遂行していたことが認
められた．対して，障害物跨ぎ歩行開始ではバランス要求が高
い課題であったために，APAの開始時間を早める戦略を用いる
ことができなかった可能性が考えられる．側方のAPAの制御に
ついては，発達障害児と健常児間にCOPの偏移開始時間と最大
偏移量ともに有意差を認めなかったことから，発達障害児は
APAの側方制御は健常児と同等の課題遂行能力があるのかもし
れない．
【倫理的配慮】本研究は大分大学福祉健康科学部倫理会で承認
を受けた後に実施した (承認番号：F220002)． 研究協力者に
は事前に書面および口頭にて研究目的や方法について説明し，
自由意志に基づき書面で同意を得た．また，保護者に対しては
インフォームド・コンセントを，小児には年齢や理解度に応じ
てインフォームド・アセントを取得した．

○栗原 まり 1)，前田 伸也 1)，高杉 紳一郎 1)，松尾 篤 2)
1) 佐賀整肢学園こども発達医療センター リハビリテーション部
2) 佐賀整肢学園こども発達医療センター 医科診療部　整形外科

キーワード：脳性麻痺、足部筋解離術、歩行分析、装具の適合性

【はじめに、目的】
当センターでは下肢の痙性に対して整形外科的選択的痙性コン
トロール手術(OSSCS)を施行している。今回、手術後約1年で歩
行評価を行った症例を経験し、手術後の足関節の変化と短下肢
装具(AFO)の適合性について考えることができたので報告する。
【方法】
症例は10歳5か月男児、脳性まひGMFCSレベルⅢ、屋内移動は
杖歩行と独歩、屋外での移動は車椅子で自走。両足関節OSSCS
の目的で入院。術前と退院前にノラクソン社製マイオモーショ
ンにて歩行分析実施。術後51日で退院。退院後は地元にてフォ
ロー。術後361日で再度歩行分析を実施。歩行分析は術前後各
々8mの直線歩行路を3往復し、中央値に近いデータを選択後、
直線路での中央部分の１歩行周期の各値を平均して、歩行速度
(m/s)、ケイデンス(歩/min)、下肢関節角度をそれぞれ算出して
比較した。また、AFO装着時の歩行をビデオで観察した
【結果】
歩行速度 (ｍ/ｓ)1.36→1.07、ケイデンス(歩/min)154±8→
118±13、股関節可動範囲(°)52.4/54→59.3/64.5、膝関節可
動範囲(°)41/50.8→44.3/57.5、足関節背屈最大値 (°
)34.2/46.7→35/36.8、術前の背屈ピークはLRからMSt前半で
認められたが、術後1年にはTStにも背屈ピークが出現し立脚期
に二峰性を示した。足関節底屈最大値(°)10.2/21.1→
16.6/17.9、術前はMStからPSwにかけて底屈が出現していたが、
術後1年には蹴り出しとみられる底屈がTStから出現した。AFO
装着時の歩行を観察すると、底屈制限の代償として分回し歩行
を認めた。
【考察】
術後1年は足関節底屈最大値が右側は増加、左側は減少した。
また、術前は底屈運動がMSt後半から出現していたが、術後1
年は両側共にMStに加え、TStにも認められた。これは、一歩行
周期中の足関節の動き方に変化が生じ、裸足歩行で観察された
上方へ跳ねるような歩行が減弱した一因と考える。この一連の
TStからPSwにかけての底屈運動は股関節可動範囲が増大し、
ケイデンスの減少に寄与しているものと推察する。さらに底屈
を制限しているAFOを装着した歩行では蹴り出しが効率的に行
えず、代償として分回し歩行が出現したと考える。今回の術後
1年の歩行分析では、歩容の変化を客観的に確認でき、装具の
適合性について考え、装具除去の提案を行うきっかけとなった。
【倫理的配慮】情報提供に関しては、保護者へ文書にて同意を
得た。個人が特定される情報は除去した。また本研究は当セン
ターの倫理審査会にて承認を得た。

P-097 ポスター⑥ -2：歩行
足部筋解離術後において足関節の動きが改善し、装具除去を提
案できた一症例について

○佐藤 優衣 1)，宮城島 沙織 2)，田代 英之 3)，
鎌塚 香央里 1)，笹川 古都音 1)，小塚 直樹 4)
1) 札幌医科大学附属病院 リハビリテーション部
2) 日本医療大学 リハビリテーション学科理学療法学専攻
3) 札幌医科大学保健医療学部 理学療法学科
4) 北海道千歳リハビリテーション大学健康科学部 リハビリテーション学科

キーワード：内側縦アーチ、走力、扁平足、Clarke's angle

【はじめに、目的】 内側縦アーチは幼児期に急速に発達する
が、個人差が大きく、多くは「生理的扁平足」として治療対象
とならない。しかし、2歳を過ぎても走行時に動作の協調性に
欠け、不安定となることがあり、内側縦アーチの形成時期や程
度の個人差が走行動作の成熟に影響している可能性がある。幼
児では内側縦アーチが俊敏性と関連し (Wasiluk et al, 2023)、
学齢期では筋力や協調性が走力と関連することが示されている
が (Coetzee et al, 2016)、内側縦アーチと走力の関連や幼児期
と学齢期における関連性の違いを検討した報告も見当たらない。
そこで本研究は、内側縦アーチの形成と走力の関連について幼
児期と学齢期に分けて検討し、両者の発達段階における特徴の
違いを明らかにすることを目的とした。【方法】 定型発達の
幼児 (4～6歳、保育園・幼稚園に在籍)および小学生 (6～11歳、
小学校在籍)を対象とした。内側縦アーチの評価は、値が大き
いほどアーチが高いことを示すClarke's angle (CA)を用いた。
足底画像はフットルック (Foot Look社製)にて撮影し、画像解
析ソフトImageJにて解析した。第一中足骨頭、踵の内側縁、内
側接地面凹部尖端をランドマークとし、内側接線と第一中足骨
頭から内側接地面凹部尖端を結んだ線のなす角を算出し、左右
平均を代表値とした。走力は、文部科学省の「幼児の運動能力
調査」および「新体力テスト」に則り実施した。未就学児は
25m走、就学児は50m走を測定し、いずれも年齢と性別に応じ
た得点表により採点した。統計学的解析はSPSS version 29を使
用し、CAと走力得点との関連をSpearmanの順位相関係数にて
検討した。有意水準は0.05とした。【結果】 幼児17名 (年齢
4.8±0.7歳、男児10名)、小学生21名 (8.8±1.5歳、男児11名)
が参加した。CAは幼児にて44.0±13.8°、小学生にて45.0±
9.7であった。幼児ではCAと25m走の得点に有意な正の相関が
認められたが (r = 0.576、p = 0.016)、小学生では有意な相関
関係は認められなかった (r = -0.077、p = 0.755)。【考察】 本
研究の結果は、幼児期の内側縦アーチが走力の発達と関連する
可能性を示唆した。内側縦アーチの形成が良好な児では、床反
力を効率的に利用し、推進力を得やすいため走力が高い傾向に
あると考える。一方で、小学生は内側縦アーチの形成と走力に
関連が認められなかった。これは、小学生においては内側縦ア
ーチの形成はおおむね完了しており、足部の構造的な違いが走
力に与える影響は相対的に小さくなり、筋力や瞬発力、運動経
験などの機能的要素の影響が大きくなるためと推察される。以
上より、幼児期では内側縦アーチの形成が走力に影響する可能
性があるが、成長とともにその関連性は弱くなり、運動能力の
決定因子が構造的特性から機能的特性へと移行することが示唆
された。
【倫理的配慮】本研究は、事前に札幌医科大学倫理委員会の承
認を受けた上で実施した (承認番号5-1-58)。対象者には口頭と
文書で研究内容を十分に説明し、研究協力同意書へのサインに
て同意を得た。

○廣澤 匠
ライフゆう

キーワード：重症心身障害、Total Heart Beat Index、参加

【はじめに】
施設に入所する重症心身障害者(以下重症者)において，活動や
参加の充実には制約があり，能力を発揮しきれていない現状が
ある．
習慣的な活動と運動能力に関しての報告(P Keawutan et 
al.2014)や，参加に焦点を当てた介入の効果が報告されている
(R Dimakopoulos et al.2024)が，重症者に関する報告は少ない．
今回，施設に入所する重症者において，歩行での買い物を習慣
化し，地域への参加を図った．歩行効率を示すTotal Heart 
Beat Index(THBI)に変化が見られたので報告する．

【方法および症例報告】
対象は当施設入所の22歳男性．BMIは16.2kg/m²．診断名は脳
性麻痺，痙直型四肢麻痺．GMFCS：Ⅳ，MACS：レベルⅣ，
CFCS：レベルⅣ，横地分類A3．GMFMは29.98％(臥位と寝返
り78.4％，座位53.3％，四つ這いと膝立ち2.3%，立位10.3％，
歩行・走行とジャンプ5.6%)．PEDIの尺度化スコアは，機能的
スコアの移動領域が34.7，介護者による援助尺度の移動領域が
48.5．
移動の多くが車椅子を介助されている．自身では立ち上がりや
立位保持不可で自らは移動しようとしないが，介助があれば歩
行が可能．他者と関わりことが好きで，手遊びや散歩を楽しむ．
近年，お酒を飲むことも好きなことが分かってきた．
本人の好きなことを充実させつつ、地域への参加や活動の機会
を増やすため，地域に根差したコンビニエンスストア(以下コ
ンビニ)への買い物を週に一度の頻度で続けた．コンビニまで
片道約500ｍ，坂道が多くを占める．
好きなことと地域への参加に関し，カナダ作業遂行測定
(COPM)を対象の入所時から関わる支援員が評価した．THBIは
約半年に一度，10分間の歩行で計測した．プローブ(Nellcor™
Oxisensor™Ⅲ)を対象の手指に装着し，パルスオキシメーター
(Nellcor™　N-BSJ)を介助者がバックで背負い，屋内に設定し
た5×14ｍ区画周囲を介助歩行．ビデオカメラで撮影し，パル
スオキシメーターの音から総心拍数を数えた．
【結果および経過】
COPMは「好きなものを買う」遂行度1→6点，満足度1→8点，
「他者との交流」遂行度5→7点，満足度6→8点，「散歩」遂
行度6→8点，満足度5→6点，「コンビニの常連になる」遂行
度1→5点、満足度1→6点「地域の一員になる」遂行度1→4点，
満足度1→5点．THBIは介入前2.61，7カ月後2.31，12カ月後
1.76．買い物では店員や地域住民との交流が生まれ，店員から
常連と認識されるようになった．GMFCS及びPEDIは変わらな
いが，下り坂歩行や立ち上がり動作時の介助量が軽減した，楽
しそうに歩くようになった，という職員の声が挙がった．
【考察】
本人の好きなことと参加を充実させることが出来た．重症者の
参加を充実させることにより，活動量が確保され，歩行効率が
改善される可能性を示唆した．日常で能力を発揮しきれていな
い重症者への活動・参加への介入が有効とも考えられる．
【倫理的配慮】親権者に症例報告の趣旨および倫理的配慮につ
いて説明し，口頭での同意を得た．また，当施設倫理委員会の
承認を得て行った．

P-098 ポスター⑥ -2：歩行
内側縦アーチと走力の関連性：幼児と小学生の比較
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○佐藤 優衣 1)，宮城島 沙織 2)，田代 英之 3)，
鎌塚 香央里 1)，笹川 古都音 1)，小塚 直樹 4)
1) 札幌医科大学附属病院 リハビリテーション部
2) 日本医療大学 リハビリテーション学科理学療法学専攻
3) 札幌医科大学保健医療学部 理学療法学科
4) 北海道千歳リハビリテーション大学健康科学部 リハビリテーション学科

キーワード：内側縦アーチ、走力、扁平足、Clarke's angle

【はじめに、目的】 内側縦アーチは幼児期に急速に発達する
が、個人差が大きく、多くは「生理的扁平足」として治療対象
とならない。しかし、2歳を過ぎても走行時に動作の協調性に
欠け、不安定となることがあり、内側縦アーチの形成時期や程
度の個人差が走行動作の成熟に影響している可能性がある。幼
児では内側縦アーチが俊敏性と関連し (Wasiluk et al, 2023)、
学齢期では筋力や協調性が走力と関連することが示されている
が (Coetzee et al, 2016)、内側縦アーチと走力の関連や幼児期
と学齢期における関連性の違いを検討した報告も見当たらない。
そこで本研究は、内側縦アーチの形成と走力の関連について幼
児期と学齢期に分けて検討し、両者の発達段階における特徴の
違いを明らかにすることを目的とした。【方法】 定型発達の
幼児 (4～6歳、保育園・幼稚園に在籍)および小学生 (6～11歳、
小学校在籍)を対象とした。内側縦アーチの評価は、値が大き
いほどアーチが高いことを示すClarke's angle (CA)を用いた。
足底画像はフットルック (Foot Look社製)にて撮影し、画像解
析ソフトImageJにて解析した。第一中足骨頭、踵の内側縁、内
側接地面凹部尖端をランドマークとし、内側接線と第一中足骨
頭から内側接地面凹部尖端を結んだ線のなす角を算出し、左右
平均を代表値とした。走力は、文部科学省の「幼児の運動能力
調査」および「新体力テスト」に則り実施した。未就学児は
25m走、就学児は50m走を測定し、いずれも年齢と性別に応じ
た得点表により採点した。統計学的解析はSPSS version 29を使
用し、CAと走力得点との関連をSpearmanの順位相関係数にて
検討した。有意水準は0.05とした。【結果】 幼児17名 (年齢
4.8±0.7歳、男児10名)、小学生21名 (8.8±1.5歳、男児11名)
が参加した。CAは幼児にて44.0±13.8°、小学生にて45.0±
9.7であった。幼児ではCAと25m走の得点に有意な正の相関が
認められたが (r = 0.576、p = 0.016)、小学生では有意な相関
関係は認められなかった (r = -0.077、p = 0.755)。【考察】 本
研究の結果は、幼児期の内側縦アーチが走力の発達と関連する
可能性を示唆した。内側縦アーチの形成が良好な児では、床反
力を効率的に利用し、推進力を得やすいため走力が高い傾向に
あると考える。一方で、小学生は内側縦アーチの形成と走力に
関連が認められなかった。これは、小学生においては内側縦ア
ーチの形成はおおむね完了しており、足部の構造的な違いが走
力に与える影響は相対的に小さくなり、筋力や瞬発力、運動経
験などの機能的要素の影響が大きくなるためと推察される。以
上より、幼児期では内側縦アーチの形成が走力に影響する可能
性があるが、成長とともにその関連性は弱くなり、運動能力の
決定因子が構造的特性から機能的特性へと移行することが示唆
された。
【倫理的配慮】本研究は、事前に札幌医科大学倫理委員会の承
認を受けた上で実施した (承認番号5-1-58)。対象者には口頭と
文書で研究内容を十分に説明し、研究協力同意書へのサインに
て同意を得た。

○廣澤 匠
ライフゆう

キーワード：重症心身障害、Total Heart Beat Index、参加

【はじめに】
施設に入所する重症心身障害者(以下重症者)において，活動や
参加の充実には制約があり，能力を発揮しきれていない現状が
ある．
習慣的な活動と運動能力に関しての報告(P Keawutan et 
al.2014)や，参加に焦点を当てた介入の効果が報告されている
(R Dimakopoulos et al.2024)が，重症者に関する報告は少ない．
今回，施設に入所する重症者において，歩行での買い物を習慣
化し，地域への参加を図った．歩行効率を示すTotal Heart 
Beat Index(THBI)に変化が見られたので報告する．

【方法および症例報告】
対象は当施設入所の22歳男性．BMIは16.2kg/m²．診断名は脳
性麻痺，痙直型四肢麻痺．GMFCS：Ⅳ，MACS：レベルⅣ，
CFCS：レベルⅣ，横地分類A3．GMFMは29.98％(臥位と寝返
り78.4％，座位53.3％，四つ這いと膝立ち2.3%，立位10.3％，
歩行・走行とジャンプ5.6%)．PEDIの尺度化スコアは，機能的
スコアの移動領域が34.7，介護者による援助尺度の移動領域が
48.5．
移動の多くが車椅子を介助されている．自身では立ち上がりや
立位保持不可で自らは移動しようとしないが，介助があれば歩
行が可能．他者と関わりことが好きで，手遊びや散歩を楽しむ．
近年，お酒を飲むことも好きなことが分かってきた．
本人の好きなことを充実させつつ、地域への参加や活動の機会
を増やすため，地域に根差したコンビニエンスストア(以下コ
ンビニ)への買い物を週に一度の頻度で続けた．コンビニまで
片道約500ｍ，坂道が多くを占める．
好きなことと地域への参加に関し，カナダ作業遂行測定
(COPM)を対象の入所時から関わる支援員が評価した．THBIは
約半年に一度，10分間の歩行で計測した．プローブ(Nellcor™
Oxisensor™Ⅲ)を対象の手指に装着し，パルスオキシメーター
(Nellcor™　N-BSJ)を介助者がバックで背負い，屋内に設定し
た5×14ｍ区画周囲を介助歩行．ビデオカメラで撮影し，パル
スオキシメーターの音から総心拍数を数えた．
【結果および経過】
COPMは「好きなものを買う」遂行度1→6点，満足度1→8点，
「他者との交流」遂行度5→7点，満足度6→8点，「散歩」遂
行度6→8点，満足度5→6点，「コンビニの常連になる」遂行
度1→5点、満足度1→6点「地域の一員になる」遂行度1→4点，
満足度1→5点．THBIは介入前2.61，7カ月後2.31，12カ月後
1.76．買い物では店員や地域住民との交流が生まれ，店員から
常連と認識されるようになった．GMFCS及びPEDIは変わらな
いが，下り坂歩行や立ち上がり動作時の介助量が軽減した，楽
しそうに歩くようになった，という職員の声が挙がった．
【考察】
本人の好きなことと参加を充実させることが出来た．重症者の
参加を充実させることにより，活動量が確保され，歩行効率が
改善される可能性を示唆した．日常で能力を発揮しきれていな
い重症者への活動・参加への介入が有効とも考えられる．
【倫理的配慮】親権者に症例報告の趣旨および倫理的配慮につ
いて説明し，口頭での同意を得た．また，当施設倫理委員会の
承認を得て行った．

P-100 ポスター⑥ -2：歩行
歩いて地域のコンビニエンスストアに通った重症心身障害者の
Total Heart Beat Indexの変化

○関 知佳 1)，髙橋 恵里 2)
1) 株式会社未来企画 放課後等デイサービスアスノバなないろの里
2) 福島県立医科大学 保健科学部理学療法学科

キーワード：発達性協調運動症、運動効果、階段動作、放課後等デイサービ
ス

【はじめに、目的】
本症例は小学校支援級に通い放課後等デイサービスを利用する
児童である.歩行や走行速度が他児と比較し遅いこと、不安定な
接地面に対し極度の苦手意識を持っているなどの特徴があり、
階段降段動作は左脚を軸とした二足一段である.今回この症例の
階段降段に着目した運動介入を行ったため報告する．
【症例報告】
本児は10歳男子で診断名は軽度知的障害、発達性協調運動症、
吃音(連発)である．放課後等デイサービスの来所頻度は週5日(
平日)で、本児からの主訴は「友達において行かれないように
早く歩きたい」であった．関節可動域は膝窩角が右130度、左
135度、足関節背屈は右5度、左10度である．バランス機能評
価において片脚立位では右脚8.7秒、左脚2.6秒と右脚の方が安
定した肢位を保つことが可能である．階段降段では、両手すり
がなければ左下肢から降段できず、右立脚期に右足関節背屈に
伴う下腿前傾が生じないため体幹屈曲により重心移動を代償し
ていた．
【結果、経過】
本児に対し「チャレンジ課題」として運動課題をカレンダーと
ともに提示し、実施できた日にはシールを貼ることで継続の意
識を持たせた．実施内容として、ハムストリングス・下腿三頭
筋のストレッチは内容を変えず継続した．体幹屈曲、伸展、回
旋運動やフロントランジ、サイドランジは月毎に内容を変えて
実施している．経過として膝窩角は両側135度、足関節背屈可
動域は右10度、左15度と改善がみられた．階段降段では左下
肢からの降段動作はやや滑らかになったものの両手すりがなけ
れば降段できず、日常的には右下肢からの二足一段の降段であ
った．
【考察】
バランス評価において右片脚立位の方が左脚と比較し長く安定
した肢位を保つことが可能だが、その「支持性の良さ」が右脚
への過負荷に繋がり、右ハムストリングスおよび右下腿三頭筋
の硬化と短縮を生じさせた可能性が考えられる．階段降段には
足関節背屈可動域が10度以上必要であるとされており、動作獲
得のためには足関節のストレッチを継続しつつ、右足関節背屈
運動と左脚の降り出しを同時に実施できるような部分的な運動
が必要になると考える．
中枢部の安定を図ることを目的とした体幹屈曲、伸展、回旋運
動により、脊柱の後弯が減少し正中位に近い姿勢を保つことが
可能になった．姿勢の改善や体幹筋力の発揮方法を習得した為、
過活動により硬化していたハムストリングスや下腿三頭筋の緊
張が緩み、可動域の改善に繋がったと考えられる．
学年や環境の変化に伴い本児の興味も変化し、サッカーや自転
車を頑張りたいという内発的な動機があったことや、「チャレ
ンジ課題」での段階的な難易度アップにより、モチベーション
を維持したまま運動を継続できたと考える．今後も本人や保護
者との情報交換や目標の共有を定期的に行い、希望に沿った支
援を継続していく．
【倫理的配慮】本症例報告は、本人と家族に対して、目的、情
報公開の方向、個人情報の保護と結果の取り扱い、参加と同意
撤回の自由、相談窓口について書面と口頭で説明し、書面にて
同意を得た．

○田代 峻一 1,2)，鷹巣 菜奈子 1,2)，山下 里香 1,2)，
岩下 沙矢香 1,2)，米倉 照代 1,2)，澤田 一美 2)
1) はながしま診療所
2) 障がい福祉サービス事業所はながしま

キーワード：重症心身障害、筋力維持、歩行運動

【はじめに、目的】
重症心身障害のある方々に対して筋力などの身体機能維持を目
的とした歩行運動が行われることがあるが、先行研究で示され
ている脳性麻痺児への筋力トレーニングなどと比較してその運
動強度や実施頻度は軽度であり、効果も明確でないことが多い。
本報告では、これまで日常的に歩行運動を継続していた症例が、
一定期間その運動を中止した際にどのような変化があったかを
追うことで、当該運動の意義を検討することを目的とした。

【方法】
30代女性。CHARGE症候群、脳性麻痺、重度知的障害、肺性心、
慢性呼吸不全、難聴の診断があり、横地分類C4、GMFCS 
Level Ⅲ。屋内移動は車椅子を使用し見守り下で自立、車椅子
からトイレおよび床上への移乗は軽介助、床上移動はいざりや
四つ這いで自立。当通所事業所を週2回利用し、U字型歩行器
を用いて3～15分程度の歩行運動を軽介助で実施していた。あ
る日、下肢荷重時に痛がる様子から右足第4趾に亀裂骨折が判
明。医師の指示により歩行運動などの立位でのトレーニングは
中止し、日常のトイレ移乗時の立ち上がりなどのADL動作は制
限なし、3週間後経過良好との判断により運動制限が解除され
た。運動制限期間による身体状況変化が懸念されたため、運動
制限前後での大腿四頭筋周径、超音波画像診断装置による大腿
四頭筋の筋厚、Edinburgh visual gait score(以下、EVGS)、FIM
移動・移乗項目によるADL評価、介護スタッフ6名による車椅
子とトイレ・床上移乗に関する遂行度評価としてカナダ作業遂
行測定(以下、COPM)を比較した。また歩行再開から4か月後に
も同様の評価を実施し、各評価はすべて同一検者が実施した。

【結果】
大腿四頭筋周径平均30.38→29.88→29.81cm、大腿四頭筋筋
厚9.3→8.01→7.85mm、EVGS右10/左8→9→右10/左8点、連
続歩行時間約4分→約2分→10分、FIM移動・移乗項目19点で
変化なし、COPM遂行度・満足度ともに8.67±1.49で変化なし。
大腿周径と筋厚計測では運動制限後に低下が確認され、4か月
後時点でも改善は確認できていない。ADLや車椅子間の移乗遂
行度は評価期間では変化はなかった。連続歩行時間は4か月後
に増加した。

【考察】
ADL動作は維持されていたものの歩行運動の中止により下肢筋
量の低下が認められたことから、従前より実施されていた歩行
運動は、軽負荷・低頻度であっても本症例の筋力維持に寄与し
ていた可能性が示唆された。また、運動再開後も下肢筋量が運
動制限前の水準まで回復していないことから、筋量の回復には
時間を要する可能性、あるいは従来の運動負荷では回復が困難
である可能性が考えられる。以上より、重症心身障害のある方
に対しては、筋力を含む身体機能の低下を予防する観点から、
意図的かつ継続的な運動介入が重要であると考えられる。
【倫理的配慮】本発表に際し、患者の個人情報とプライバシー
の保護に配慮した説明を十分に行い、ご家族より同意を得た。

P-099 ポスター⑥ -2：歩行
歩行能力を有する重症心身障害者における筋力維持について-3
週間歩行運動が制限された1例-
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○梅井 千夏 1)，飛澤 翔 1)，奥山 祐香 1)，小塚 直樹 2)
1) 医療福祉センター 札幌あゆみの園 診療部
2) 北海道千歳リハビリテーション大学　 健康科学部

キーワード：超･ 準超重症者、超重症児(者)スコア、加齢変化

【はじめに】
1996年に診療報酬が改定され、重症児(者)スコアを用いた超重
症児(者)入院診療加算が設定された。近年、医療の進歩に伴い
重症心身障害者(以下、重症者)の平均寿命が伸びている。重症
者は、加齢による機能低下を一般の高齢者よりも早期に引き起
こすとの報告があり、加齢等に伴う医療や介護も求められてい
る。本研究では、当施設に入所する重症者を対象に、超･ 準超
重症者の重症児(者)スコアの経年変化についての特徴を調べる
ことを目的に比較検討を行った。
【方法】
対象は、2025年2月時点で当施設に5年以上入所している40歳
以上の重症者の中で、超重症児(者)スコアが超･ 準超重症者に
該当する27名とし、進行性疾患を有する重症者は除外した。対
象者それぞれの2025年2月現在と5年前での重症児(者)分類・
重症児(者)スコアの点数、呼吸器感染頻度をカルテより抽出し
た。5年前と現在の重症児(者)スコアの点数と呼吸器感染頻度
のそれぞれで統計解析を行った。統計解析には、ウィルコクソ
ン符号付順位和検定を用い、有意水準5％とした。
【結果】
対象者27名の平均年齢は53.1±8.8歳(最高71歳)、疾患は、脳
性麻痺18名、てんかん3名、髄膜炎3名、水頭症2名、頭部外傷
1名。併発疾患は、脳卒中2名、悪性腫瘍2名、高血圧2名だっ
た。27名の現在と5年前の比較では、5年前は超重症者8名、準
超重症者12名、非該当者7名、現在では超重症者9名　準超重
症者18名。重症児(者)スコアの比較では、5年前と比較して、
現在の方が優位に上昇 (p＜0.05)しており、重症児(者)分類の非
該当者の重症化が進んでいた 。呼吸器感染頻度の比較では、5
年前と現在を比較して有意差がみられなかった。
【考察】
今回５年前と比較し、現在の重症児(者)スコアが高値を示し、
特に5年前に重症児(者)スコアの非該当者が上昇していた。非
該当者の重症化がみられた要因として、先行研究では加齢によ
り唾液誤嚥が顕在化しやすいと言われており、唾液誤嚥等によ
る呼吸状態悪化により気管切開や人工呼吸器管理、食事取れな
くなくなった事での胃瘻増設等の医療ケアが必要となっていた
事が要因と考える。呼吸器感染頻度は5年前と現在で有意差は
みられず、全体的に増減のばらつきがみられた。一部の人では
5年間の間で気管切開等の医療行為が増え、医療ケアが充実し
たことにより呼吸器感染頻度が抑えられた可能性が考えられる。
また、主要疾患に加えて脳卒中や悪性腫瘍等の疾患を併発して
いるケースもみられた為、一般的な高齢者が呈する合併症によ
る重度化が示唆される。
【倫理的配慮】本研究は、所属施設の承認を得るとともに、ヘ
ルシンキ宣言に基づき、倫理的配慮や個人が特定されないよう
に個人情報に配慮を行った。

○宮本 清隆 1)，楠本 泰士 2)，脇 遼太朗 3)
1) 中川の郷療育センター 診療部リハビリテーション課
2) 福島県立医科大学 保健科学部 理学療法学科
3) 順天堂大学 保健医療学部

キーワード：家族中心ケア、臨床教育マニュアル、クリニカルラダー

【はじめに、目的】
当院は家族中心ケア (Family-centered Care：FCC)を実践するた
めの理学療法体系を導入し，新入職員向けの臨床教育マニュア
ル (以下，マニュアル)の教育効果を検証してきた。クリニカル
ラダー (以下，ラダー)やスキルチェックシート (以下，スキル
シート)の判定法に課題があり，それらを修正し1年間研修を継
続した。本研究は修正による教育的効果とマニュアル導入が
FCC実践に繋がったのかを明らかにすることを目的とする。
【方法】
対象はマニュアルで研修中の理学療法士2名 (以下，A，B)とそ
の指導者2名である。A，Bにはラダー及びスキルシートについ
てのアンケートと半構造化面接を行い，ラダーやスキルシート
の理解度，成長の実感を評価した。指導者にも同様の半構造化
面接を実施した。FCCの実践状況について当院外来理学療法利
用児の保護者31名にMeasure of Processes of Care (以下，
MPOC-20)の調査を行った。データ解析は，ラダー及びスキル
シートについてのアンケート結果の前回比較，半構造化面接の
質的記述的分析，MPOC-20の結果を国際的な先行研究と比較
し統計解析 (Welchのt検定)を行った。統計解析にはExcel
Ver.2505を使用し，有意水準は5％とした。
【結果】
Aはラダーおよびスキルシートの理解度が5点から7～8点に高
くなった。Bはラダーおよびスキルシートの理解度及び成長の
実感が1点から8～9点に高くなった。
質的記述的分析からA，Bと指導者の双方からラダーが課題把
握としての有用性が示された。A，Bは4年間の研修期間中，主
に自身の臨床問題について取り組み，児への対応力を向上させ
た。しかし熟練者の「成功した理学療法」を見学する機会が少
なく「一回の理学療法の成功」の概念理解に課題が残った。
当院利用者へのMPOC-20は国際的な先行研究と比べて「全般
的な情報提供」「子どもに関する情報提供」で有意に低く，他
の３領域は有意に高かった。
【考察】
マニュアル修正によりA，Bはラダーやスキルシートへの理解
度，臨床的成長の実感を高めたことから教育的効果があったと
考えられる。しかし「一回の理学療法の成功」といった抽象的
な概念の理解不足が課題として残った。今後，新入職員へ向け
たマニュアルを発展させていくには，熟練者の理学療法見学や
多職種症例検討会への参加が必要との示唆があった。
当院では「励ましと協力」「対等で包括的な関わり」「尊重と
支え」が，国際的な先行研究と比べて有意に高かったことから
FCCを実践していることが示唆された。しかし「子どもに関す
る情報提供」と「全般的な情報提供」が低く「理学療法内容に
関する文書での提供」の不足や当院が提供する専門情報と家族
が求める情報ニーズに乖離があったことが示唆された。今後は
これらの情報提供体制の整備が当院の課題と考えられる。
【倫理的配慮】本研究は，福島県立医科大学倫理委員会の承認
を得ている (2022-038)。また，本研究の参加者 (A，B2名及び
指導者2名)にはヘルシンキ宣言に則り，研究目的等を説明し，
口頭にて承諾を得ている。また，当院の外来利用者には口頭で
十分に説明を行い，書面にて研究参加の承諾を得た。

P-101 ポスター⑦ -1：評価尺度・研究調査
当施設に入所している超･準超重症者における経年変化

P-102 ポスター⑦ -1：評価尺度・研究調査
臨床教育マニュアルによる新入職員理学療法士への教育的効
果および家族中心ケア実践への効果について
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○近藤 健 1)，荒谷 偉吹 １)，大須田 祐亮 2)
1) 北海道済生会小樽病院みどりの里 機能訓練課
2) 北海道医療大学 リハビリテーション科学部理学療法学科

キーワード：GAS、COPM、重症心身障害

【はじめに】
医療型障害児入所施設(いわゆる重症心身障害児・者入所施設)
である当施設では、入所期間が長期化する対象者が多く、二次
障害の予防に向けた理学療法目標・内容が同一で継続されやす
い傾向がある。すなわち担当理学療法士(以下PT)が定期的に変
更になっても、持続されるADL介助の困難感に対して、同一の
PT目標・内容が引き継がれるケースが多い。
しかしADL介助の困難感に関連する「変形・拘縮予防」という
目標を設定しても、介入がどの程度ADL介助の変化に影響した
かについては、可動域測定だけで評価することは困難であった。
そこでGoal Attainment Scaling Score(以下GAS)を用いて新たに
PT目標の設定した症例について、介入期間中のADL介助の変化
をThe Canadian Occupational Performance Measure(以下
COPM) を用いて担当病棟職員から聴取した。両者の結果の関
係性について検討を行ったので報告する。

【方法】
施設入所中の50歳代女性、在胎40週、3,135ｇにて出生。脳性
麻痺痙直型四肢麻痺でGMFCS レベルⅤ。手を叩くなどの自己
刺激的な遊びが常同的に観察され、全身的に屈曲優位の筋緊張
亢進がみられる。担当病棟職員からは「下肢が動かしにくく更
衣やオムツ交換が行いにくい」というADL介助の困難感が聴取
されており、PTは「変形・拘縮予防」を介入目標として、他動
的なROM-ex、ストレッチを中心に行っていた。
今回の介入ではADL上の課題となっている「開排の可動性」、
「膝伸展の可動性」についてGASを用いて新たな目標設定を行
った。また、更衣やオムツ交換の介助のしやすさについて病棟
担当職員を対象にCOPMを用いたADL介助の困難感の変化につ
いて聴取した。

【結果】
約3か月に渡る介入期間の変化について、GASでは「開排の可
動性」、「膝伸展の可動性」いずれも+2(関節の可動範囲が広
がる)まで変化し、「変形・拘縮予防」の目標は達成されたと
評価された。その一方で、COPMについてはADL介助時の「開
排制限」「膝伸展制限」に関する遂行度と満足度に変化がない
という結果となり、スコアに変化はみられなかった。

【考察】
GASとCOPMでPT場面と生活場面を分けて評価したことにより、
本症例においては身体機能面に変化がみられてもADL介助の変
化に汎化されていなかったことが示唆された。
一連の取り組みを通じてGASとCOPMの使用には「数値化する
ことが困難な治療の効果判定が可能になる」「ADLを意識した
介入が可能になる」ことが利点として感じられた。一方で反省
点としてCOPMの遂行度と満足度のスコアについて、数値のみ
を聴取したことでPTが想定していた治療効果とADL介助との関
連性を分かりにくくしてしまった可能性が考えられた。COPM
のスコアについては、より具体的な段階付けを明確に定めるこ
とが必要であり、今後はその内容を他職種と十分に検討したう
えで共有することの重要性が示唆された。
【倫理的配慮】本報告は口頭、書面にてご家族に対して内容説
明を行い、代諾を得た。また、開示すべき利益相反はない。

○髙松 夏帆，菊次 幸平，小園 莉奈，岩田 洋美，
本荘 哲
高邦福祉会　柳川療育センター リハビリテーション室

キーワード：重症心身障害児、多職種連携、食事姿勢

【はじめに、目的】
重症心身障害児では、食事姿勢、食形態及び介助方法などの食
環境の不適が摂食嚥下障害を助長するとされている。今回、食
事時の頭頚部の側屈・回旋により誤嚥のリスクが高く、食事介
助に難渋していた一例に対して、Posture and Postural Ability 
Scale(以下:PPAS)とChailey姿勢評価を指標に、食事姿勢におけ
るポジショニングの検討を行った結果、ムセおよび介助量の軽
減に繋がった為、考察を加えて報告する。
【方法および症例情報】
症例は脳性麻痺、知的障害、側弯、両股関節脱臼と診断を受け
た17歳男性。横地分類はA１、GMFCSはⅤ。ADLは全介助。平
成28年に当施設に入所し継続的な理学療法が開始となった。椅
子座位姿勢はChailey姿勢評価にて全般的姿勢発達能力レベル1、
PPASは姿勢保持装置上の座位姿勢を評価し、姿勢能力はレベ
ル2、前額面・矢状面はそれぞれ0点であった。食事は姿勢保持
装置上座位にて全介助で行っており、咀嚼期は頭頚部の側屈と
回旋動作から食物の口腔外への流出が多量で、咽頭期は頭頚部
が後屈位となりやすく、食物が気道に入りムセの頻度が多く確
認できた。理学療法では安楽に食事ができる姿勢の獲得を目的
に、端座位練習と併用して、椅子座位姿勢評価から前額面上で
の左凸側弯と左右肩峰を繋ぐ垂直線上に頭頚部が位置するよう
にポジショニングクッションを作成した。導入にあたっては、
食事場面での継続的な使用に繋がるように生活棟スタッフおよ
び学校教員へ、写真や見える化を用いて伝達を行った。介入前
後でChailey姿勢評価とPPASの点数の比較を行い、点数の変化
の有無と介入との関係を検討した。
【結果】
ポジショニングクッション導入前後でChailey姿勢評価の全般
的姿勢発達能力レベルには変化が見られなかったが、PPASの
前額面上の点数が0から1に変化した。またポジショニングクッ
ションの導入により、頭頚部と右肩甲帯周囲の支持面が拡がっ
たことで、咀嚼期にみられた頭頚部後屈と回旋動作は軽減し、
食物の口腔外への流出や咽頭期におけるムセの回数は減少した。
病棟スタッフや学校教員より、「依然として咀嚼期から咽頭期
にかけて額を軽く支える介助は必要だが、以前と比べて額に手
をあてる力を弱めることができる」との言葉が聞かれた。
【考察】
重症児の摂食嚥下障害への対応には多職種連携が不可欠であり、
安全な経口摂取が実現すれば、結果として不必要な医療的ケア
の回避に繋がり、重症児のQOLに大きく影響すると報告されて
いる。
本症例では、Chailey姿勢評価とPPASを併用だけでなく、多職
種と連携することで前額面および矢状面における姿勢の質を多
角的に捉えることができた。理学療法で実施しているポジショ
ニングにおいても、多職種の視点を取り入れることで、より個
別性を尊重した環境調整が可能であると考える。
【倫理的配慮】今回の発表についてはその旨をご家族に説明し
同意を得た。

P-103 ポスター⑦ -1：評価尺度・研究調査
ADL介助の変化を捉えることが困難な重症心身障害者に対す
る理学療法目標の見直しに向けた取り組み

P-104 ポスター⑦ -1：評価尺度・研究調査
Posture and Postural Ability ScaleとChailey姿勢評価を
用いた重症心身障害児における食事姿勢の検討
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○山崎 瑠佳 1)，木村 優希 2)，儀間 裕貴 1)
1) 東京都立大学大学院 人間健康科学研究科
2) リニエ訪問看護ステーションキッズ世田谷

キーワード：膝立ち、理学療法、アンケート

【はじめに】
膝立ちは小児理学療法に関する様々な教本において介入の一手
段として紹介されているが、使用目的にはばらつきがあり、標
準的な活用法は確立されていない。また、介入効果に関する信
頼性の報告も乏しく、その有効性を検証する前段階として臨床
での使用実態の把握が求められる。本調査では、小児リハビリ
テーション領域の理学療法士を対象に、「どのような疾患のお
子さんに対して」「どのような目的で」膝立ちを用いられてい
るかを調査した。
【方法】
小児リハビリテーションメーリングリスト登録者への一斉メー
ル配信およびSNSを通じて、Google Formを用いた無記名式ア
ンケートを実施した。回答期間は2週間とし、疾患および目的
についてそれぞれ自由記載で回答を求めた。疾患は記述的に集
計し、目的についてはKH Coder3 (株式会社SCREENアドバンス
トシステムソリューションズ製)を用いてテキストマイニング
を行い、クラスター分析や共起ネットワーク分析により10のク
ラスターとして整理した。解析前には前処理として語の統制や
複合語の作成を十分に行い、分析の質を担保した。各クラスタ
ーに、2名の理学療法士が代表的な内容を反映するタイトルを
それぞれ独立して付与し、タイトルの妥当性を確認した。
【結果】
有効回答数は106件であった。理学療法介入において膝立ちを
使用している疾患は、中枢神経疾患が最も多く (86件)、脳性麻
痺が69件と多数を占めた。次いで、染色体異常・遺伝子疾患
(30件)、神経・筋疾患 (19件)、運動発達遅滞 (18件)、発達障害
(13件)の順に多かった。目的は、10のクラスターに分類し、
クラスター1～9が、「下肢への荷重刺激」、「バランス練習」、
「姿勢制御・分離運動の促通」、「体幹筋の強化」、「股関節
周囲筋の強化」、「体幹・股関節周囲の支持性向上」、「立位
より低難易度課題」、「体幹・殿筋の促通」、「抗重力伸展活
動」となった。表現に若干の違いはあるものの、これら9つの
クラスターについては2名の理学療法士間でタイトルが一致し
た。クラスター10では記述が多岐にわたり、共通のタイトルを
設定できなかった。
【考察】
小児理学療法において膝立ちは主に中枢神経疾患、特に脳性麻
痺の症例に対して使用されていた。また、膝立ちの使用目的は
多岐にわたるが、自由記載から9つの主要なクラスターに分類
された。これは、臨床現場における一定の共通認識が存在する
可能性を示唆している。一方、分類困難な記述も見られ、症例
の個別性や理学療法士の判断に基づく多様な使用目的が存在す
ると考えられた。今後、本調査で得られた結果をもとに、対象
者の属性情報も含めて、より定量的に実態を把握していく必要
がある。
【倫理的配慮】【倫理的配慮】
この調査は、2024年度東京都立大学荒川キャンパス研究倫理
委員会において承認を得た (承認番号：24128)。また、アンケ
ートフォームのトップページに説明文書を公開し「同意する」
旨の確認欄を設け、チェックを入れた場合に研究に同意したも
のとした。

○浅野 伝美 1)，金沢 星慶 2)，宮坂 淳介 1)，
太田垣 あゆみ 1)，草野 佑介 3)，西田 野百合 1)，
田中 かなで 1)，河井 昌彦 4)，友滝 清一 4)，荒木 亮佑 4)，
池口 良輔 1)
1) 京都大学医学部附属病院 リハビリテーション部
2) 東京大学大学院 情報理工学系研究科知能機械情報学専攻
3) 京都大学大学院 医学研究科人間健康科学系専攻
4) 京都大学医学部附属病院 小児科

キーワード：自動解析、乳児、頭頸部運動

【【はじめに】
現在、新生児や乳児の運動を評価する方法として、GMs 
(General Movements)評価やNBAS (Neonatal Behavioral 
Assessment Scale)などの様々な評価方法が用いられている。し
かしそれらの多くは定性的な判断に依存する評価項目を有して
おり、適切に評価が行えるようになるために専門的なトレーニ
ングや経験を要するため、全ての人が容易に用いることができ
ない。このような背景より、近年AIを用いた評価手法の導入が
期待されている。本研究では新生児や乳児の運動を捉える一手
段として動画データ自動解析を行い、手動での方法と比較検証
した。

【方法】
2023年11月から2025年3月に当院NICUに在室していた患者を
対象としスマートフォン (Apple inc.)を用いて撮影された動画
のうち、Wolffにより提唱された新生児行動状態 State4 (Quiet 
Alert)～5 (Active Alert)にて、同一日に臥位および補助具 
(Sucre NB, 株式会社アシスト)を用いた座位での撮影が約1分間
行えているものを対象とした。なお、頭頸部運動に支障をきた
す疾患を有するなど頭部運動を評価指標として用いることが不
適切と判断される患者の動画は除外対象とした。自動解析の手
法としては、AGMA-PESSおよびSAM2 (segmentation anything 
model)を用いて動画から二次元キーポイントを抽出し、簡易頭
部モデルの回転行列を最適化することで頭部の三次元姿勢推定
を行った。さらに、左右頚部回旋角度について平滑化と閾値処
理を行い、正中線を超えて頭部回旋した頻度を自動算出した。
比較対象として手動による動画解析を実施し、正中線を超える
頸部回旋頻度を目視にて計測した。
統計学的解析は、正中線を超過した頭部回旋運動の回数につい
て、測定方法による類似度をスピアマンの順位相関係数で評価
した。なお、有意水準は5％とした。

【結果】
18の動画像が解析対象となった (対象者：2名、撮影時月齢：1
～８ヶ月、撮影条件：臥位姿勢9、補助具を用いた座位9)。手
動計測と自動計測との間には強い相関関係が確認された (ρ＝
0.91, p<0.01)。また、特に側屈を伴うなどの複合的な運動が生
じた際や、運動範囲が小さい場合の判定において、自動解析の
方がより明確に判別できている傾向があった。

【考察】
新生児や乳児の運動を評価する一つの方法として、撮影した動
画を自動解析する方法の有用性が示唆された。
今後、四肢運動や姿勢制御についても検証を重ねることで、新
生児及び乳児の定量的かつ客観的な評価方法としての確立と臨
床応用が期待される。
【倫理的配慮】本研究はヘルシンキ宣言と人を対象とする生命
科学・医学系研究に関する倫理指針に基づき、本院の倫理委員
会の審査を受けて実施している (R4110-1)。また、対象者に対
しては情報公開を行い、オプトアウトの機会を得ることにより
同意を得ている。

P-105 ポスター⑦ -1：評価尺度・研究調査
小児疾患に対する膝立ちを用いた理学療法介入の目的に関す
る調査 ～無記名式アンケート法を用いた予備調査～

P-106 ポスター⑦ -1：評価尺度・研究調査
A Iを用いた乳児の頭部運動自動解析の試み
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○峯 耕太郎，上出 杏里
国立成育医療研究センター リハビリテーション科

キーワード：超低出生体重児、ハマースミス乳幼児神経学的検査、乳幼児感
覚プロファイル、早期発達特徴

【はじめに】
早産・低出生体重児は在胎週数や出生体重が小さいほど，発達
遅滞や脳性麻痺 (CP)の他にも感覚処理障害のリスクが高く，認
知や行動機能に関連すると指摘されている．ハマースミス乳幼
児神経学的検査 (HINE)は，CPのリスクが高い児を特定する標
準化された検査のひとつである．乳幼児感覚プロファイル 
(ITSP)は感覚処理特性のアセスメントツールであり，4象限と
セクションの結果が示される．いずれも世界的に使用されてい
るが，両方を用いて早産・低出生体重児の早期発達特徴を捉え
た報告は少ない．本発表の目的は，乳児期早期からHINEと
ITSPを継続的に使用した，超低出生体重児2例の修正18か月ま
での発達経過を通して，今後の早産・低出生体重児の発達評価
・支援に示唆を得ることである．
【症例】
①在胎28週，出生体重480gの超低出生体重児．脳室内出血 (両
側グレード3)や視神経コロボーマによる弱視などの合併症あり，
修正20か月でCPと診断された．②在胎25週，出生体重521gの
超低出生体重児．脳室内出血 (左グレード4)などの合併症あり．
いずれも新生児集中治療室から理学療法を開始し，外来へ移行
した．
【経過 (記載した月齢は在胎期間で補正した修正月齢)】
粗大運動発達：症例①は，7か月で頸定，10か月で寝返り，14
か月でずり這い，17か月で座位を獲得した．症例②は，4か月
で頸定，8か月で寝返り，9か月でずり這い，11か月で座位，
12か月でつかまり立ち，14か月で四つ這いとつたい歩きを獲
得，18か月時点で独歩未獲得．HINE合計点 (3か月／6か月／9
か月／12か月／18か月)：症例①は，41点／52.5点／56点／
58点／57.5点で，常にCPの高リスクに該当していた．症例②
は，66.5点／71.5点／70点／73点／74点で，CPの高リスクに
該当する月齢もあったが，最終的には改善した．ITSP：症例①
は，4象限では感覚探求を除く全ての項目で乳児期早期から高
値 (1SD以上)を示したが，その程度は月齢を追うごとに高くな
った．セクションでは9か月では聴覚と口腔感覚のみで高値を
示したが，18か月では全ての項目で高値を示した．症例②は，
4象限では低月齢では平均的であったが，9か月以降で全ての項
目で高値を示すようになった．セクションでは9か月から月齢
を追うごとに高値を示す項目が増え，18か月では全ての項目で
高値を示した．
【考察】
超低出生体重児2例の発達経過を通して，異なる視点の標準化
された検査を乳児期から用いることで，児の発達特徴をより早
期かつ多面的に把握できる可能性が示唆された．HINEは先行
研究と同様にCPの高リスクを検出し，ITSPで示される感覚処
理特性は乳児期後半からより顕在化してくる可能性がある．今
後は実証研究にてこれらの関連を検証することや，評価に基づ
いた支援方法の検討が必要である．
【倫理的配慮】本発表にあたり，診療情報の二次利用について
本症例の家族に書面にて説明し，発表の同意を得た．なお，国
立成育医療研究センター倫理審査委員会にて，本研究は「人を
対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」に該当し
ないため，審査不要と判断された．

○荒井 望 1,2)，横道 洋司 3)，三宅 邦夫 3)
1) 山梨大学大学院　 医工農学総合教育部生命医科学専攻修士課程　疫学・
環境医学講座

2) 医療法人久晴会　甲斐リハビリテーションクリニック リハビリテーショ
ン部

3) 山梨大学大学院総合研究部医学域　 疫学・環境医学講座

キーワード：社会資源の利用、満足度調査、障害児・医療的ケア児

【はじめに、目的】
近年、身体障害や知的障害をもつ児童、医療的ケア児への支援
に関する法整備は進んでいるが、サービスの利用実態や満足度
に関する具体的データは乏しい。山梨県内における障害児・医
療的ケア児とその家族の視点から、支援体制の実態と満足度を
明らかにし、地域における連携と包括的支援の課題を検討する。

【方法】
山梨県内に在住する障害児・医療的ケア児の保護者および関係
機関 (医療・行政・教育・福祉機関)従事者を対象に質問紙調査
を実施。質問票は、関係機関を通じて保護者へ手渡しで配布し、
関係者には手渡し又は郵送で配布・回収を行った。個人情報は
収集せず、調査は匿名で行った。サービスの利用・提供状況に
対する満足度は、満足度は５件法で評価した。
【結果】
本調査は、保護者 (Ｎ＝１２８)、行政 (Ｎ＝１０)、医療 (Ｎ＝
１１)，教育・福祉 (Ｎ＝５６)から回答を得た。行政・医療・
福祉サービスに関する満足度は次の傾向が確認された。
保護者回答では、①行政機関に対する満足度は、利用面では「
満足」３５．２％、「不満」は２９．７％、情報提供面では、
「満足」２５．８％、「不満」４２．２％で情報提供への不満
が高い傾向であった。相談体制では、「満足」２８．９％に対
し、「不満」２８．９％であった。②医療機関に対する満足度
では、利用面は「満足」が７５．０％と高評価であった。情報
提供でも、「満足」が５５．５％で「不満足」１０．２％を大
きく上回った。相談体制は「満足」４９．２％、「不満」１０．
９％であった。③教育・障害児福祉サービスに対する満足度で
は、「満足」７９．７％、「不満」０.８％で高い満足度が得ら
れた。情報提供は「満足」５０．８％、「不満」１０．９％、
相談体制は「満足」５６．３％、「不満」１０．２％であった。
各機関の関係者に対し、対象のお子さま・保護者様に提供して
いる支援・情報提供、相談体制に関する満足度の回答では、①
行政機関は、支援提供は「満足」３０．０％、「満足していな
い」２０．０％、情報提供は「満足」３０．０％、相談体制は
「十分」１０．０％、「不十分」４０．０％であった。②医療
機関は、支援提供は「満足」１８．２％、「満足していない」
２７．３％、情報提供は「満足」９.１％、「満足していない」
９.１％、相談体制は「十分」１８．２％、「不十分」４５．５
％であった。③教育・福祉機関は、支援提供は「満足」が４２．
９％、情報提供は「満足」３９．３％、相談体制は「十分」３
０．４％、「不十分」２１．４％であった。

【考察】
保護者回答では、行政機関からの情報提供に対する満足度が他
機関より低く評価された。本研究により、障害児や医療的ケア
児のサービス利用における課題が明らかとなり、各分野の支援
者が実態を把握し、適切な支援につなげることが期待される。
また、関係機関の連携強化により包括的な支援体制の構築が可
能となる。
【倫理的配慮】本研究は、侵襲や介入を伴わず、質問票により
情報を収集する研究である。調査の目的および研究実施に関す
る情報は郵送する質問票に同封し、研究対象者が拒否する機会
を保障する。質問票の回答をもって同意を得たこととし、その
旨を通知又は公開文書に明記した。なお、本研究は、山梨大学
医学部倫理委員会の審査・承認を得ている (承認番号：Ｒ０６
６１２)。

P-107 ポスター⑦ -1：評価尺度・研究調査
ハマースミス乳幼児神経学的検査と乳幼児感覚プロファイルに
よる超低出生体重児の早期発達特徴を捉える試み

P-108 ポスター⑦ -1：評価尺度・研究調査
障害児・医療的ケア児の社会資源の利用について～医療・福祉
サービス利用の満足度調査の比較研究～
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○松永 彩香 1)，竹内 瑞貴 １)，山本 寿子 2)，山本 薫 2)，
馬場 信平 2)，原 貴敏 1)
1) 国立精神・神経医療研究センター病院 身体リハビリテーション
2) 国立精神・神経医療研究センター病院 脳神経小児科

キーワード：乳児、General Movements、自動運動

【はじめに】
General Movements (GMs)とは、新生児から生後約6か月の間
に自発的にみられる自動運動であり、その動きの質の分類は、
主に脳性麻痺の発達予後予測に有用な評価方法とされている。
中枢神経系の機能的障害からGMsの運動の質が変化することが
知られているが、難治性てんかん患者におけるGMsについての
報告は少ない。そこで今回は難治性てんかんを有する乳児を対
象にGMsを評価し、運動発達機能について明らかにすることを
目的とした。
【方法】
2023年12月1日から2025年5月1日までに当院入院をし、理学
療法の依頼があった修正月齢6以下の難治性てんかん患者を対
象とした。PrechtleらのGMs観察法に基づき、覚醒した平静時
に動画撮影を行い、乳児のGMsの質的パターンを分類基準に従
い評価した。評価は小児理学療法の経験を有する理学療法士2
名で実施した。
【結果】
症例4名 (男児2名、女児2名)、修正週齢の中央値は10.5、在胎
週数の中央値は38であった。診断名は、限局性皮質異形成 
(Focal Cortical Dysplasia：以下FCD)が3名、遊走性焦点発作を
伴う乳児てんかん (Epilepsy of infancy with migrating focal 
seizures：以下EIMFS)が1名であった。GMsは、Normal 
Fidgety (以下NF)が1名、Sporadic Fidgety (以下SF)が2名、
Abnormal Fidgety (以下AF)が1名であった。
【考察】
GMsは、胎児期後期から正期産6～9週に「もがく」ような動き
のWrithing Movementsを示し、その後は「そわそわする」よ
うな動きのFidgety Movements (以下F)が正期産約20週まで続
くとされている。各時期には運動パターンの分類があり、本症
例で観察されるF期では、正常パターンのF (常にFが各関節にみ
られる)、異常パターンのSF (Fの頻度が少ない)、Absent F (Fが
みられない)、AF (Fが誇張されている)が存在する。GMsは脳幹
にあるCentral pattern generatorsが中枢と考えられているが、
その質的な運動は、多様な脳領域間の複雑な相互作用によって
管理されているとの報告もある。FCDやEIMFSは大脳の構造・
ネットワーク異常が関与しているとされており、本症例でも異
常なGMsが認められた。一方で、本症例の一部ではNFを現わ
しており、脳病変の部位や神経路の発達によりGMsが正常パタ
ーンを示す可能性も考えられた。今後は、運動発達を促進する
ための効果的なリハビリテーション内容の検討や、乳児期てん
かんに対する脳外科的治療の前後におけるGMsおよび運動発達
の変化についても評価していきたい。
【倫理的配慮】説明と同意を得て、国立精神・神経医療研究セ
ンター病院の倫理委員会の承認を得た。

○仲山 玖未 １)，吉橋 学 2)
1) 神奈川県総合リハビリテーションセンター 理学療法科
2) 神奈川県総合リハビリテーションセンター 小児科

キーワード：痙攣重積型急性脳症、ECAB、家族

【はじめに】
バランス評価はTUGやBBSをはじめ，立位・歩行で実施するも
のが多い．Early Clinical Assessment of Balance (以下，ECAB)
は，座位で頭部と体幹の姿勢制御を評価する項目があり，
GMFCSレベルⅣ-Ⅴの児にも有用である．今回，痙攣重積型急
性脳症後遺症の児に対し，ECABを用いたバランス機能評価を
行ったことで，座位の特徴が明確となり，介入の選択や児の能
力の改善を母へ説明することに役立ったため報告する．

【症例報告】
本症例は乳幼児期発症の焦点てんかんにより運動発達遅滞があ
り，発症前は軽介助で立位や玩具の把持が可能であった．2歳7
ヶ月時に痙攣重積型急性脳症を発症し，3歳9ヶ月時に当院に親
子入院した．入院時GMFCSレベルⅣ，MACSレベルⅤ，CFCSレ
ベルⅤ相当で，寝返りは可能，座位は見守り，立位・歩行は全
介助であった．GMFM-88はA領域25点，B領域11点，ECABは
PART 1：15点，PART 2：0点であった．胡座位は短時間の保
持が可能であったが，リーチングや探索活動がみられず活動的
な姿勢ではなかったことに加え，頭部体幹の立ち直り反応と保
護伸展反応は弱かった．また，玩具へ注視はあるものの追視は
みられなかった．母からは「座っているときは目を離せず大変
」といった話が聞かれた．そこで，動的な座位バランスの向上
を図り，能動的な動作の拡大を目指すこととした．

【結果および経過】
介入は注視や表情から玩具を選定し，手支持の補助を行った．
補助を伴った様々な姿勢でのリーチングを含んだ遊びから始め，
リーチング範囲の拡大に伴い補助を減らし，玩具の提示位置に
配慮した．退院時 (4歳0ヶ月)のGMFM-88はA領域33点，B領域
23点，ECABはPART 1：24点，PART 2：4.5点に向上した．好
む玩具への追視や肘関節屈曲位の狭い範囲ではあるがリーチン
グが生じ，さらに，立ち直り・保護伸展反応の出現頻度や反応
速度が高まった．GMFM-88とECABの結果を基に児の座位能力
を母へ説明し，介入に伴う変化を共有した．母からは「お座り
でのバランスのとり方や玩具への反応などに気がつくようにな
り，良くなっていることが分かった」といった，児の反応や変
化に関する発言が増え，児の反応を引き出すような関わりも見
られるようになった．

【考察】
GMFM-88から胡座位の短時間保持は可能なもののリーチング
や探索活動が困難なこと， ECABから立ち直り・保護伸展反応
が乏しいことが分かった．ECABでの客観的な評価と観察によ
り，セラピストが問題点を定量的に把握でき，介入の一助とな
った．また，遊び・姿勢のわずかな変化を母に伝えられた．さ
らに，児の座位の特性や変化を継続的に母と共有したことで，
母が児の変化に気づきやすくなり，母子の関わりや遊びの変化
に繋がったと考える．
【倫理的配慮】【倫理的配慮、説明と同意】
この症例報告を行うにあたり，プライバシー保護 (写真のモザ
イク等)について保護者に文書を用いて説明し，署名による同
意を得た．

P-109 ポスター⑦ -2：乳幼児
乳児の難治性てんかん患者4症例のGeneral Movements評
価の報告

P-110 ポスター⑦ -2：乳幼児
ECABの使用が座位特性の明確化と家族への情報共有に役
立った痙攣重積型急性脳症後遺症の１例

149



○小川 智美 1)，大矢 祥平 ２)
○ 千葉県千葉リハビリテーションセンター リハビリテーション治療部　
小児療法室　第２理学療法科

○ 千葉県千葉リハビリテーションセンター リハビリテーション治療部　
小児療法室　第１理学療法科

キーワード：HABIT-ILE、未就学児、GMFMER

【はじめに、目的】
当センターでは、2022年より、脳性麻痺片麻痺児の上肢を対
象とした、運動学習に基づく目標指向型集中トレーニングに姿
勢制御と下肢体幹活動を含めたHand Arm Bimanual Intensive 
Therapy Including Lower Extremity(以下HABIT-ILE)概念に基づ
く介入を行っている。学齢期・未就学児ともに、上肢機能の改
善の他に粗大運動機能向上や麻痺側の日常生活動作向上を認め
ている。一方、未就学児は自然発達するため粗大運動機能の変
化が、HABIT-ILE概念に基づく介入の治療効果なのかは不確定
である。
そこで今回、脳性麻痺児の期待される自然変化と治療前後の
GMFM-66スコアの変化を比較することができるGross Motor 
Function Measure Evolution Ratio (GMFMER)を用いることで、
未就学児に対するHABIT-ILE概念に基づく介入の効果を明らか
にすることを目的とする。
【方法および症例報告】
2022年5月～2024年12月、当センター入園・外来において
HABIT-ILE概念に基づく介入を実施した脳性麻痺未就学児7名 
(GMFCSⅠ３名、Ⅱ3名、Ⅳ１名、平均年齢4歳３か月)。介入中、
他の治療は行われなかった。介入開始年齢、介入前の
GMFM-66スコア、介入期間それぞれの平均から、予想される
自然変化 (ENE)を算出し、介入前後のGMFM-66スコアの差と
比較したGMFMERを算出した。
【結果】
介入前GMFM-66スコア69.2±12、介入後GMFM-66スコア
72.2±12、GMFM-66スコア変化量は3、介入期間は１か月、
平均評価期間は1.7か月だった。ENEは0.58、GMFMERは5.17
であった。
【考察】
介入前年齢から２か月間で予想されるGMFM-66スコアの自然
変化 (ENE)は0.58、実際のGMFM-66スコアの変化量は３だっ
た。これをGMFMERで計算すると、5.17となり、自然発達し
た場合に比べ、大きく粗大運動機能の向上を認めたことが確認
された。これは、HABIT-ILE概念に基づく介入が、粗大運動機
能向上に寄与した可能性を示唆している。介入後の長期的な効
果に関しては、痙縮治療、整形外科的手術など他の治療介入が
あり検証困難であった。今後の課題として、介入前後の評価を
徹底し症例数を増やすこと、自主トレを含めた課題内容の検証
などが挙げられ、検討していきたい。
【倫理的配慮】症例報告について当センター倫理委員会の承認
を得た (承認番号:医療7-9)。またヘルシンキ宣言に基づき倫理
的配慮等について本人、ご家族に説明し書面にて同意を得た。

○長山 美穂 1)，松波 智郁 1)，脇口 恭生 1)，安田 紀子 1)，
北河 徳彦 2)，近藤 享史 2)
1) 神奈川県立こども医療センター 発達支援部 理学療法科
2) 神奈川県立こども医療センター 外科

キーワード：新生児外科疾患、自己調節能力、発達特性、環境適応

【はじめに】当院NICU・新生児病棟には、低出生体重児だけ
でなく、外科疾患・遺伝疾患・循環器疾患などの基礎疾患をも
つこどもが多く入院している。これまで、低出生体重児の発達
リスクの報告は多くあるが、基礎疾患を併せもつこどもの発達
リスクの報告は少ない。本研究の目的は、これら基礎疾患の中
でも外科的治療介入のあったこどもに焦点をあて、理学療法介
入の現状を調査することで、課題を明確にし、今後の理学療法
介入につなげることである。
【対象と方法】対象は、2019年4月～2024年3月に出生し、当
院NICU・新生児病棟に入院した50例である。在胎週数、出生
体重、理学療法開始時年齢、診断名、外科的治療内容、理学療
法内容について、診療録より後方視的に調査した。診断名は多
岐にわたるため、A群：下部消化管疾患、B群：上部消化管疾
患、C群：気管呼吸器疾患、D群：その他、の４群 (重複あり)に
わけ、各群における外科的治療内容、理学療法内容を調査した。
【結果と考察】在胎週数は22週5日～41週1日 (中央値35週4日
)、出生体重は410g～3678g (1957g)、理学療法開始時年齢は
26週5日～59週5日 (41週4日)であった。診断名は、消化管穿
孔、鎖肛などのA群が34例と最も多く、次いで食道閉鎖、胃食
道逆流症などのB群が14例、横隔膜ヘルニアや気管軟化症など
のC群は11例、その他D群は6例であった。これら疾患を合併す
る基礎疾患として、VACTER連合、ダウン症候群などがあった。
外科的治療内容は、A群では人工肛門造設術が20例と多く、B
群では食道吻合術、胃瘻造設術など、C群では横隔膜ヘルニア
修復術などであった。在胎週数、出生体重では、かなり早期か
らの治療が開始されていることがわかる。理学療法も、修正在
胎41週4日開始とかなり早期から介入しており、全身状態、術
後の安静、治療による姿勢制限などを考慮し、丁寧に評価・介
入することの必要性が示唆される。理学療法内容として、A群
は発達援助30例、哺乳援助13例、呼吸援助5例、B群は発達13
例、哺乳9例、C群は発達10例、哺乳4例、呼吸2例であり、A
群C群は発達援助、B群では哺乳援助の割合が多かった。A群は
59％に落ち着きのなさ、26％に視覚反応の弱さ、18％に反り
が、C群でも55％に過敏で落ち着かないという発達特性がみら
れていた。B群は食道閉鎖、胃食道逆流症などによる哺乳障害
への対応が特徴的ではあるが、A群C群同様に55％に落ち着き
のなさが目立っていた。落ち着きのなさは、自己調節能力が育
っていないことの現われであり、栄養状況や侵襲的治療による
不快刺激が自己調節能力に影響していると考えられ、自己調節
能力を高めることが新生児外科疾患に対する理学療法の軸とな
ると思われる。落ち着いて環境に適応できる方法を家族及び病
棟スタッフと共有する必要性を再認識した。
【倫理的配慮】【倫理的配慮】本研究は、神奈川県立こども医
療センターの倫理委員会にて承認を得た (整理番号：171-7)

P-111 ポスター⑦ -2：乳幼児
HABIT-ILE概念に基づく介入が粗大運動機能に及ぼす影響
-Gross Motor Function Measure Evolution Ratioを用いて-

P-112 ポスター⑦ -2：乳幼児
当院NICU・新生児病棟における新生児外科疾患に対する理学
療法の現状
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○室井 亜紀子
栃木県立リハビリテーションセンター　こども発達支援センター 通園療育課

キーワード：F-words、意思決定基準、家族支援

【はじめに、目的】
近年、小児リハビリテーションでは、障害の評価や機能の改善
にとどまらず、子どもの成長過程全体にわたるライフコース的
視点が求められ、特に、家族とともに成長や変化を共有しなが
ら支援をデザインすることが重要視されている。本報告では、
F-words Life Wheel (以下FLW)を用い、療法士・家族間で意思
決定基準を共有した脳性麻痺児の2年間の変化と実践的所感を
報告する。
【方法】
対象は6歳の脳性麻痺児 (痙直型四肢麻痺、右優位、GMFCSレ
ベルⅣ)。主な移動手段は車椅子およびバニーホッピングで、
意思表出は喃語・ジェスチャーにより可能。ADLは介助レベル
で、金属支柱付き短下肢装具や腰掛付き歩行器・車椅子・座位
保持装置を使用している。本児は年少前から療育機関での親子
通園・地元幼稚園・児童発達事業所等を利用しながら、理学療
法を週1回程度継続して受けていた。発表者は親子通園期より
担当している。今回、意思決定基準のツールとしてFLWを選択
し、年中期4月から就学前まで、半年ごとに合計4回調査を実施
した。家族の記載内容をもとに、療法士が関連情報を聴取し目
標設定・満足度確認を行った。
【結果】
満足度の４回の推移は、①Fitness：9 (変化なし)、②Function
at home：６‐５‐６‐７、Function at Community：８ (変化
なし)、③Friends：６‐６‐７‐８、④Family：７‐８‐８‐
８、⑤Fun：７‐９‐９‐９、⑥Future：５‐６‐７‐８だっ
た。
全4回の調査中、満足度の推移では、「Function at home」「
Friends」「Fun」「Future」において2ポイント以上の増加が
みられた。「Fitness」「Function at Community」では変化が
みられなかった。
【考察】
FLWを活用し、本人・家族・療法士が共通の視点で想いを共有
し、具体的かつ主体的な目標設定が可能となった。定期的な実
施により、保護者自身の内省を促し、ペアレントトレーニング
として有効であると感じた。
FLWの満足度評価はこども本人ではなく保護者の主観が反映さ
れやすく、満足度を評価する際に保護者自身の自己効力感から
影響を受ける可能性がある。療法士は養育者の気持ちを適切に
汲み取り、悩みの言語化を支援する必要がある。また、非言語
的なこどもや家族の役割の変化に対して柔軟に支援する重要性
を感じた。療法士は、F‐wordsをきっかけにして、医療の枠
にこだわらずこどもにとって重要な目標を特定し、その目標に
向かってこどもの自己効力感を高める関わりをすることが大切
だ。そのために多種多様な手段やアイデアを持つこと、他職種
で目標を共有し協業する必要性を感じた。
【倫理的配慮】本報告の内容について、保護者へ説明し同意を
得た。

○宮川 研
松戸市立総合医療センター リハビリテーション科

キーワード：ロイスディーツ症候群、長期入院、運動発達

【はじめに】
ロイスディーツ症候群は、大動脈基部病変、その他の血管病変、
胸郭変形や内反足などの骨格系所見、眼間開離や頭蓋骨縫合早
期癒合などの特徴的顔貌など臨床症状が多岐にわたる疾患であ
る。症例数も少なく、リハビリテーション (以下、リハビリ)報
告例も少ない。今回、ロイスディーツ症候群を呈し長期間の入
院となった乳児例のリハビリ経過を報告する。
【症例】
在胎39週4日、体重3435gで出生した女児である。新生児一過
性多呼吸による呼吸障害、心室中隔欠損、動脈管開存症、巨頭
症、軟口蓋裂、多発関節拘縮、網膜剥離など症状がみられ、
NICU入室となった。
【経過】
日齢14日より呼吸ケアと拘縮予防を目的に理学療法が開始とな
った。呼吸状態は非侵襲陽圧換気 (以下、NPPV)下で努力呼吸
もなくSpO2も安定していた。四肢の自動運動は良好だったが手
指や足趾を中心に軽度～中等度の可動域制限が認められた。理
学療法介入は、ポジショニングやタッチング、他動的ROMex
を中心に行った。日齢19日目に動脈管閉鎖術・肺動脈絞扼術を
施行したが、日齢49日目にMRSA前縦隔膿瘍・胸骨骨髄炎を併
発した。緊急ドレナージ術を施行しPICU入室後、局所陰圧閉鎖
療法 (以下、VAC療法)が開始となった。術後の呼吸状態は、努
力呼吸も見られず安定し、NPPV (トータルフェイスマスク)で
の管理が継続となった。また網膜剥離により視力予後は厳しく
追視はみられないが、頭頸部の自動運動は活発であった。日齢
80日頃、誤嚥性肺炎を発症し、背面解放を目的とした側臥位で
の体位ドレナージを中心に排痰を実施した。その後、ご家族の
希望もあり日齢113日目に医師と看護師とともにリハビリ室と
テラス (屋外)へ初めてお散歩ができた。その頃から徐々に側臥
位までの寝返りが可能になりベッド上での座位練習やベビーカ
ー乗車なども行い、日齢152日目にPICUから一般病棟に移り母
親の付き添いとなった。日齢216日目にVAC療法が終了し創部
を縫合し閉鎖した。その後、主治医より腹臥位 (創部の圧迫)が
許可され、母と一緒に腹臥位や縦抱っこの練習を行った。腹臥
位は、頭部挙上が一部可能であったが体幹の支持性は乏しく上
肢の空間保持は困難であった。さらにNPPVが日中離脱となり、
手が口や顔に触れる機会が増加した。訪問リハビリなどの在宅
調整を経て日齢296日目に自宅退院となった。
【考察】
本症例は、多様な疾病や経過により長期入院が余儀なくされた。
鎮静や臥床による廃用の影響や、生後約7ヶ月間、腹臥位姿勢
が取れなかった影響などにより、頸部体幹機能の発達が遅延し
定頚は未獲得だった。経過中は多関節拘縮に対するROMex、
発達に合わせた運動や肺炎発症時は呼吸理学療法など病状に合
わせた介入が必要であった。またPICUからでもお散歩が出来た
ことはご家族の満足度向上につながったと考える。
【倫理的配慮】学会報告に際し、対象者のご家族に書面を用い
て十分な説明を行い、自由意志による同意を得た。また、ヘル
シンキ宣言に基づき個人情報保護に十分に配慮してデータを取
り扱った。

P-113 ポスター⑦ -2：乳幼児
脳性麻痺児における幼児期から学童期までのF-words Life 
wheelの2年間の推移とその実践的意義

P-114 ポスター⑦ -2：乳幼児
ロイスディーツ症候群を呈した乳児例のリハビリテーション経過
報告
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○富 謙伸，本田 憲胤
公益財団法人田附興風会医学研究所北野病院 リハビリテーション科

キーワード：NPPV、横隔膜、新生児、超音波診断装置

【はじめに、目的】
新生児は成人と比較して胸郭コンプライアンスが高く，肋骨が
水平に走行しているため呼吸補助筋の機能が制限される．これ
らのことから新生児において横隔膜は主要な呼吸筋である．早
産児は呼吸機能の未熟性にて出生後より侵襲的人工呼吸管理を
行うことが多く，長期の人工呼吸器管理は横隔膜の筋萎縮と収
縮機能障害を誘発し，人工呼吸誘発性横隔膜機能障害 (以下；
VIDD)を生じるリスクがあると報告されている．また，超音波
診断装置にて評価された人工呼吸管理中の横隔膜の萎縮は乳児
の再挿管リスクを有意に増加させると報告されている．しかし
ながら，新生児において非侵襲的人工呼吸器 (以下；NPPV)使
用による横隔膜運動を評価した検討は見られない．よって本研
究の目的はNICU入室児においてNPPVがその後の横隔膜に与え
る影響を検討した．
【方法】
対象は2022年6月から2023年5月までに当院NICUに入室し，
超音波診断装置による横隔膜の計測が可能な児とした．出生後
にNPPV(CPAPモード)を使用した児をNPPV群，使用しなかっ
た児を呼吸サポートなし群とし，2群間で退院前の横隔膜運動
の差を検討した．横隔膜の測定にはリニアプローブを接続した
超音波診断装置を使用し，測定時期は呼吸状態が落ち着き呼吸
サポートのない時期とした．横隔膜の評価は安静呼吸時の横隔
膜移動距離と横隔膜の筋厚を用いた．横隔膜移動距離は肋骨弓
下斜走査法にて描出した横隔膜をM-modeにて測定し，安静呼
気位から安静吸気位までを横隔膜移動距離とした．横隔膜筋厚
はB-modeにて右腋窩線上のzone of appositionにおける呼気時
の筋厚を測定した．横隔膜の測定は3回実施し，その平均値を
測定値として使用した．統計解析にはIBM SPSS(ver.21.0)を用
い，2群間の差をt検定にて検討した．
【結果】
31名の児 (男児17名)が対象となり，在胎週数34.0週 (29-38)，
出生時の体重は2040g (912-3446)であった．在胎週数，出生
時の体重は2群間で有意な差は見られなかった．横隔膜に関し
て，筋厚は両群で有意な差は見られなかったが，横隔膜移動距
離はNPPV群で有意に大きかった (p=0.008)．
【考察】
これまで，横隔膜機能の低下は再挿管リスクの上昇に関連する
と報告されていたが，今回の結果では安静呼吸における横隔膜
移動距離はNPPV群で有意に大きかった．安静時の横隔膜活動
の増加は呼吸努力を反映している可能性が考えられ，NPPV離
脱後に横隔膜が代償的に活動を行い，退院時まで影響している
可能性が示唆された．
【倫理的配慮】本研究は医学研究所北野病院の倫理委員会の承
認 (220800900)を得て実施した．

○府金 幸紀 1)，森 友洋 1)，白井 祐也 1)，佐治木 大知 2)，
上田 一仁 3)，佐藤 義朗 3)，村松 秀城 2)，高橋 義行 2)，
西田 佳弘 4)
1) 名古屋大学医学部附属病院 リハビリテーション部
2) 名古屋大学大学院医学系研究科 小児科学
3) 名古屋大学医学部附属病院 総合周産期母子医療センター
4) 名古屋大学医学部附属病院 リハビリテーション科

キーワード：ハビリテーション、超低出生体重児、重症複合免疫不全症、細
網異形成症

【はじめに】
細網異形成症は重症複合免疫不全症の一つであり、発症頻度は
300-500万出生に1人と推定されている。また細網異形成症に
対するハビリテーションに関する報告は見当たらない。今回細
網異形成症の超低出生体重児に対する介入を経験したため以下
に報告する。

【症例報告】
症例は、在胎29週0日、体重894gで出生し、細網異形成症 (好
中球、T/B/NKリンパ球の全てが欠損している型)を基礎疾患と
する9ヵ月齢 (修正7ヵ月齢)の女児である。また、AK2欠損によ
る感音性難聴を認めている。家族情報は父、母ともに26歳、教
員。

【経過】
母体は26歳、初産。臍帯動脈、胎児静脈管の血流異常のため、
本児は在胎29週0日、帝王切開で出生し、NICU (Neonatal 
Intensive Care Unit以下、NICU)管理となった。前医で細網異形
成症と診断され、日齢45、造血幹細胞移植目的に当院NICUへ
転院となった。日齢59、1回目の臍帯血移植(前処置なし)を施
行した。日齢108、右前腕の変形を認め、単純X線写真を撮影
したところ四肢の多発骨折を認めた。日齢109 (修正44週4日)、
自己鎮静能力が不十分のため、理学療法を導入した。はじめに
ポジショニングで安静の保持をした上で、感覚入力や運動経験
を積んだ。その後、抗重力位での抱っこや、運動・認知発達促
通内容へ変更した。両親ともに愛着形成は良好であったが、抱
っこ指導、環境調整、発達促進活動を通じて、さらに児との相
互作用を促進した。日齢148、NICUから一般病棟へ転棟した。
日齢210からは骨髄異形成症候群の合併を認め、日齢268に2
回目の臍帯血移植(前処置あり)が施行された。移植後12日目に
生着が得られた。
発達経過としては自己鎮静能力を早期に獲得し、認知発達は修
正２ヵ月齢に追視が明瞭となり、修正４ヵ月齢にはハンドリガ
ード、修正６ヵ月齢には視線で要求を示す様子が確認された。
運動発達は修正３ヵ月半齢に定頸し、修正６ヵ月齢に寝返り動
作を獲得した。

【考察】
今回、細網異形成症の超低出生体重児に対する早期介入を経験
した。移植後の影響を考慮しながら、児の疲労に配慮した介入
を行った結果、多発骨折、感音性難聴、移植治療による発達の
遅れが懸念される中で修正月齢相当の発達を獲得した。特に、
療法士の関与に加えて両親への指導を徹底し、日常的な関わり
を促したことで、運動・認知発達の経過は良好であった。早期
介入と家族支援の組み合わせが発達促進に寄与したと考えられ
る。
【倫理的配慮】本報告はヘルシンキ宣言に基づき、対象者およ
び保護者へ症例報告の趣旨や内容、個人情報保護について口頭
にて十分に説明を行い、書面にて同意を得た。

P-115 ポスター⑦ -2：乳幼児
NICU入室児におけるNPPVと横隔膜の関連について

P-116 ポスター⑦ -2：乳幼児
細網異形成症の超低出生体重児に対するハビリテーションの経
験

152



○川原田 里美 1)，横山 恵里 1)，吉川 圭 2)，中野 高晃 2)
1) 青森県立あすなろ療育福祉センター 診療部リハビリテーション科
2) 青森県立あすなろ療育福祉センター 診療部医療科（整形外科）

キーワード：早産低出生体重児、姿勢安定性、足部過緊張、運動発達特性、
フォローアップ

【目的】
当センターでは早産低出生体重児を対象とし定期的な運動発達
評価を行っている。修正12か月までの運動発達評価ではマイル
ストーン獲得の遅れだけではなく、腹臥位や座位、立位の姿勢
保持や制御 (以下、姿勢安定性)の問題、足関節および足趾の筋
緊張の高さ (以下、足部過緊張)がみられる児が多い。本研究の
目的は早産低出生体重児の運動発達でみられる姿勢安定性の問
題と足部過緊張、出生体重との関係を調べることである。

【方法】
対象は2021年4月以降に運動発達フォローのために当センター
を受診した早産低出生体重児。脳出血などの神経学的所見、先
天性疾患のある児は除外した。
診療記録から在胎週数および出生体重、修正月齢の4、7、10、
12か月の前後1か月以内に行った運動発達評価の中の姿勢安定
性の問題、足部過緊張の有無をデータとして収集した。姿勢安
定性は、4か月：背臥位または腹臥位の肩甲帯前突 (以下、肩甲
帯前突)、7か月：座位、10か月：つかまり立ち、12か月：立
位について、頭部・体幹・四肢の関節肢位およびアライメント
の不良、動揺、ふらつき、体重支持の不均衡のいずれかがみら
れた場合を問題あり「1」とし、問題なしを「0」とした。足部
過緊張は理学療法評価と整形外科診察の両方で筋緊張が「高い
」と評価された場合を問題あり「1」とした。修正月齢ごとに
姿勢安定性の問題、足部過緊張がみられた割合を算出し、姿勢
安定性の問題を目的変数、同月齢の足部過緊張、出生体重を説
明変数としロジスティック回帰分析を行った。統計解析はR 
(version 4.3.1)を使用し有意水準は5％未満とした。

【結果】
対象児は55名、在胎週数23～34週 (中央値29週)、出生体重
343～2256g (中央値1204g)。
修正月齢ごとの姿勢安定性の問題ありと足部過緊張の割合は、
4か月 (n=44)：肩甲帯前突50％、足部過緊張55％。7か月
(n=46)：座位76％、足部過緊張61％。10か月(n=48)：つかま
り立ち29％、足部過緊張46％。12か月(n=48)：立位65％、足
部過緊張46％。足部過緊張は10か月と12か月で「低緊張にな
った」と評価された児が12.5％みられた。ロジスティック回帰
分析では修正4か月の足部過緊張が肩甲帯前突に (オッズ比
9.91、95%信頼区間2.26‒43.4、p=0.002)、7か月の足部過緊
張が座位に (オッズ比8.26、95%信頼区間1.38－49.4、
p=0.0207)有意な関連を示した。

【考察】
修正4か月と7か月の足部過緊張が肩甲帯前突不足、座位不安定
との関連を示したことから早産低出生体重児ではその時期に骨
盤、下肢への体重負荷 (支持)の不足や不均衡が生じているので
はないかと推察される。体重負荷の分布には出生体重が影響す
ると思われたが姿勢安定性との関連はみられず、頭部・骨盤 (
臀部)の大きさ、下肢周径などの体型の影響を調べたいと考え
ている。また、姿勢安定性をより客観的に評価する方法を検討
する必要がある。
【倫理的配慮】本研究は青森県立あすなろ療育福祉センター倫
理委員会の承認を得て実施している(承認番号：2024-25)。

○加藤 太郎 1,2)，有明 陽佑 1)，竹内 瑞貴 1)，
坪内 綾香 1)，寄本 恵輔 1)，松井 彩乃 3)，本橋 裕子 4)，
小牧 宏文 4)，原 貴敏 1)
1) 国立精神・神経医療研究センター病院 身体リハビリテーション部
2) 電気通信大学 情報理工学研究科
3) 国立精神・神経医療研究センター病院 整形外科
4) 国立精神・神経医療研究センター病院 脳神経小児科

キーワード：脊髄性筋萎縮症（SMA）、特発性側弯症（AIS）、側弯、頂椎、
動的脊柱装具

【目的】脊髄性筋萎縮症 (SMA)児は，近位筋優位の進行性筋力
低下により姿勢保持機能が障害され側弯・関節拘縮・骨変形を
高頻度で伴う．特に2型は4歳頃，3型は10歳頃に側弯が発症し，
移動機能低下と関連し進行する．早期には保存治療が選択され，
臨床的には特発性側弯症 (AIS)向けの矯正型装具を処方される
ことが多い．いずれも小児発症だが，SMAとAISでは側弯の発
生機序が異なり，装具設計の妥当性を再考する必要がある．本
研究ではSMA児の頂椎分布を後方視的に分析し，AISの既報と
比較して，SMAにおける構造特性および装具適応に関する知見
を得ることを目的とした．
【方法】対象は側弯を有する20歳以下のSMA児13名 (年齢14.5
±3.7歳，男8名・女5名，2型10名・3型3名)とした．除外基準
はnon 5q－SMA例，椎体回旋変形によるCobb角計測困難例，
固定術後例とした．評価項目は脊柱X線正面像を用いたCobb角
と頂椎の高さとし，最も傾斜の強い上下2椎体 (終椎)を選定し，
終板に沿って直線を引き交差角を計測した．交差しない場合は
各直線と垂線との交差角とした．S字型を示す症例ではCobb角
の大きい側を採用した．Cobb角は手順を標準化し，理学療法
士6名が独立して計測し再現性を担保した．Cobb角と頂椎は2
型・3型間で記述的に比較し，最大運動機能およびSMN2コピ
ー数との関連も観察した．
【結果】側弯の形状は2型でC字型5名・S字型5名，3型でC字型
1名・S字型2名だった．Cobb角は2型群で68.5±32.0°，3型群
で64.5±23.1°であり，いずれも中～高度の側弯を示した．頂
椎は2型でTh10が最多の3名，次いでTh9が2名，その他Th12，
Th11，Th7，Th5，Th1に各1名ずつ分布した．3型でL1，
Th12，Th7に各1名ずつ分布した．頂椎の高さと最大運動機能，
SMN2コピー数との間に明確な傾向はみられなかった．
【考察】SMA児ではCobb角は中～高度で，頂椎は主にTh9～
L1の下位胸椎～上位腰椎に分布し，既報と一致した．これは非
歩行例の多い病態を反映した結果と考えられる．一方，AISは
思春期に発症し，中位胸椎 (Th8～Th10)に頂椎が集中する傾向
がある．AISは体幹機能が保たれ，装具の目的は進行抑制であ
る．SMAでは近位筋の筋力低下により頭頸部や体幹の制御が制
限されるため，装具には外骨格的な支持機能が求められる．座
位保持の安定性向上に寄与し，上肢可動域の改善を目的に動的
脊柱装具等の体幹支持型装具が用いられる．特にTh9以下の頂
椎を持つSMA児では体幹全体の支持構造が必要であり，動的脊
柱装具は座位安定性や姿勢・呼吸機能の改善に寄与するとされ
る．本研究はAISとの比較から構造的相違を示し，病態に即し
た装具設計の必要性を示唆した．
【倫理的配慮】本研究は当院倫理委員会の承認を得て実施した
 (A2024－103「脊髄性筋萎縮症のリハビリテーション評価及
び介入方法に関する検討」)．診療録を用いた後方視的研究で
あり，対象者へのリスクが極めて低いため，インフォームド・
コンセントは倫理審査委員会により免除された．

P-117 ポスター⑦ -2：乳幼児
早産低出生体重児の運動発達特性：修正12か月までの姿勢安
定性と足部過緊張の関係
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（敬称略/五十音順/2025年12月8日現在）
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